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*Estimating rain-water storage at watershed-scale on the occurrence of sediment disaster by Shintaro Abe and 
Yoshiyuki Yokoo 

東北地方の土砂災害発生時 

の流域スケールの雨水貯留量に関する検討 

      福島大学共生システム理工学類 阿部 伸太郎 

福島大学共生システム理工学類  横尾 善之 

1．  はじめに 

 土砂災害と流域の貯留量との関係についてこれまではタンクモデルから土壌雨量指数と

して推定されてきたが，パラメータの決定が難しいため全国一律で計算されており，不確

実性があると考えられている。この問題点を解決する方法として，まず，パラメータ少な

い上に，多くの研究分野で用いられている自己回帰分析法（AR 法）である Hino & Hasebe 
(1985) の成分分離の手法を用いた。そして，降雨流出過程を成分分離した上で，Kirchner 
(2009) の方法を適用した。しかし，この貯留量推定法は日本の流域に適用できないこと
から成分分離の手法を用いて降雨流出過程を成分分離した上で Kirchner (2009) の方法を
適用すれば貯留量を良好に推定できることを示した Kobayashi & Yokoo (2013)や貯留量と
流量の非線形な関係を線形なものに変更し，論理的不整合を排除した貯留量の推定法の開

発した千葉・横尾(2015)によって研究されている。そこで，本研究ではこれらの研究を応
用させることで，土砂災害について新たな関係性を見出すのが主な目的である。  
 

2．  方法 

 過去に土砂災害が発生した流域のうち一級河川を対象とし，流量と雨量のデータを用い

た。国土交通省の水文水質データベースから，流量データ及び，雨量データを発生した年

と過去 2 年の合計 3 年間について取得した。この理由は初期値の影響を受けるのを防ぐた
めである。日野・長谷部が提案した手法では，まず流出高データを片対数プロットし，流

出高の逓減部から傾きの異なる複数の逓減部を特定した。次に，この逓減部に指数関数を

あてはめて求めた逓減係数の逆数の時定数を利用して数値フィルターを作成した。                
千葉・横尾（2015）にならい，Kirchner (2009)の貯留量を以下の手順で推定した。まず

毎時の河川流量データの逓減部を対象に，流量減少量と流量の関係を調べた。次に，両者

の関係に線形関係を仮定し，その傾きを求めた。この傾きを利用することで，流量減少量

と流量の関係を導くことができる。なお，流量減少量と流量の関係を求める際には，無降

雨の時間帯を対象にして，蒸発散量が流量よりもはるかに小さいことを条件にデータを選

別することで，水収支式中の降雨と蒸発散量を無視する。この場合，流量減少量と流量の

関係式を積分することで，流域スケールの雨水貯留量と流量の関係式が導かれる。詳細は，

千葉・横尾  (2015)が詳しくまとめている。なお，求まる貯留量は，ある基準面からの高
さとして計算されるため，実際の貯留量や貯留高を計算できる訳ではない。しかし，土砂

災害に関しては，貯留量の絶対値よりもその変化が重要であるため，問題にならない。  



また，土砂災害のデータは国土交

通省砂防部が発生後に対策を講じた

ものとして，ホームページ上で公開

しているものを利用した。その後，

土砂災害が発生した時間帯の成分別

貯留量と時間積算雨量の関係を精査

した。加えて，全国のおよそ 80 地
点で土砂災害発生時の貯留量を示し

たマップを作製した。  
 

3．  結果 

 土砂災害の発生と貯留量について

の関係性において，表面流でなく，

中間流のほうがより，積算の降水量

と同期していることが分かった。表

面流のほうが降雨に対する反応は鋭

敏であるが，降雨がなくなると反応

がすぐに定常状態に戻る。一方で，

中間流では降雨に対する反応は表面

流に比べて遅いものの，積算降水量

と同調して変化しており，降雨が止

んだ後も反応している。この点にお

いて，急な激しい降雨だけでなく，

断続に降り続く場合でも，正確に危険性を把握しやすいのではないかと考える。  
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図 2 発生流域の貯留量推定結果  

図 1  発生流域の成分分離結果  



Investigating rainfall-runoff mechanisms in the watershed of the Bishamon pond, Ura-bandai, Japan by 
Atsushi Sugawara and Yoshiyuki Yokoo 

裏磐梯毘沙門沼の集水域における降雨流出機構に関する研究 

 
福島大学共生システム理工学類 菅原   惇 
福島大学共生システム理工学類 横尾 善之 

 

1． はじめに 
  裏磐梯毘沙門沼では水質に関する研究は多いが，流出機構に関する研究は少ない。水量に関
して渡辺・横尾 (2013)が水収支式を用いた裏磐梯五色沼湖沼群の毘沙門沼の地下水量の推定の

研究を行い，藤元・横尾 (2015)では毘沙門沼の流量や各成分量，平均滞留時間，千葉・横尾 (2015)

の貯留量推定方法に倣い貯留量推定を行った。千葉・横尾 (2015)の手法では水収支式にある未

知数の蒸発散量を考慮するため流量の逓減部の夜間無降雨の時間を流量とし貯留量の推定を行

ったが，毘沙門沼では季節ごとによって流量のピークの時間が違うため正確な貯留量の推定が

できていない。そこで本研究ではそれらを考慮した貯留量の推定を行うとともに毘沙門沼の流

動体を把握することを目的とする。 

 

2． 方法 
本研究は毘沙門沼の流入地点および流出地点において，自記水位計（応用地質，S&DL mini 5 

m レンジ）を設置して水位の連続観測をするとともに，流入地点では毎月の表流水量を河川用

電磁流速計により現地観測を行った。また，観測データより流量を算出し，求めた流量をフィ

ルター分離法より成分分離することで各成分量を求めた。さらに一週間毎に流量のピークとな

る時間を調べ，流量のピークの±6時間を Kirchner (2009)の手法の夜間に相当する時間とし貯留

量の推定を行った。 
 
3． 結果 
3．1 成分分離結果について 
 図 1 に毘沙門沼の成分分離結果を示す。

毘沙門沼の流入水は 4つの成分に分離する

ことができた。図 1より，表面の 2成分は

降雨に対し敏感に反応を示しているが流量

の増加を説明するに至っていないことが分

かった。また，4月から 5月にかけて流量

が増加していることにより流量増加の要因

は主に融雪によるものであることが読み取

れる。そして，基底流量は年間を通し大きな変動がなく安定した値をとっていることも分かっ

た。 

図 1 成分分離結果 



 
3．2 貯留量について 
 図 2に蒸発散する時間を考慮し
た貯留量を，図 3に考慮をしてい
ない貯留量を示す。それぞれ傾向

は似ているが図 2に示した貯留量
が図 3に示した貯留量よりも減少

している。これは表面流成分であ

る Q4が図 2に示した貯留量では
流量の平均値が高いがそれ以外の

成分では平均値が低く，貯留量に

大きく影響するのは表面流ではな

く基底流であるため貯留量が減少

したと考えられる。 
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*Scale dependency of rainfall-runoff processes in the watersheds of the Tohoku region，Japan by Akira Kato 
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東北地方の流域における降雨流出機構のスケール依存性 
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1． はじめに 

降雨流出過程における「スケール問題」は 1995年に広く注目されて以来，20年経過した現 

在でも未解決のままである。「スケール問題」を包括的に取りまとめた Kalma & Sivapalan (1995)

は，河川流量などの水文量の空間的ばらつきが流域面積の増加と伴って減少することを示す「空

間代表性」と，時空間スケールの変化に伴って主要な降雨流出過程が変化することを示す「ス

ケール依存性」の 2つで構成していると報告している。「空間代表性」に関する研究は多く存在

するが，「スケール依存性」に関してはほとんど研究されていない。本研究は流量データのみか

ら解析できる成分分離手法を用いてスケールに応じて変化する降雨流出過程を客観的に把握し，

「スケール問題」の解明を目指す。 

 

2． 方法 

本研究は東北地方の一級河川の流域を対象とし，国土交通

省の水文水質データベースから河川流量の毎時のデータを取

得して，河川流量を日野・長谷部(1985)が提案した成分分離

を用いて成分分離した。成分分離では，まず片対数表示にし

た流量の逓減部分を複数の直線に分ける。次に，その逓減部

分を指数関数にあてはめて求めた逓減係数を用いて時定数𝑇ୡ
を求める。時定数𝑇ୡの決定する際には，菅野・横尾 (2015)を

用いて行う。この時定数𝑇ୡを用いて式(1)，(2)に代入して式(3)

の数値フィルターω(τ)を求める。求めた ω(τ)を式(4)に代入し

て𝑇ୡの大きい成分であるQ'を成分分離する。 

 

(1) 

(2) 

 

 

(3) 
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図-1 対象流域の観測点位



                    (4) 

 

3． 結果 

図-2から図-3は対象流域の成分分離結果の一部である。図-4各流域の発現したプロセス結果

である。縦軸の log5𝑇ୡは値が小さいほど流出が速いプロセス，値が大きいほど流出が遅いプロ
セスに相当する。図-4より，流域面積の増加に伴って流域内に存在するプロセス数が変化して

いるのがわかる。具体的には，log5𝑇ୡ1から log5𝑇ୡ4の比較的速い流出プロセスは対象流域すべて

に発現しているが，遅い流出プロセスである log5𝑇ୡ5は流域面積が約 1000 km2以上の対象流域に

しか発現していない。このことから，プロセス数は流域面積に依存している可能性があること

がわかる。 
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図-3 名取川の成分分離結果 

Q'(t)=αω(τ)Q(t− τ)   

図-4 鳴瀬川の成分分離結果 

図-2 馬淵川の成分分離結果 

図-5 流域面積と発現するプロセス数
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猪苗代湖の pHの簡易推定モデルの構築とその応用 
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1． はじめに 

 猪苗代湖は長瀬川上流の桧原湖，小野川湖，秋元湖と湖周辺を起源とする中性の河川水と，

酸川上流に位置する硫黄川の強酸性の河川水が長瀬川に流入し，湖水は硫酸酸性の栄養状態と

なっている (長林ら，2009)。湖水の水質は化学的酸素要求量 (COD)の値が低く，平成 14 年か
ら平成 17年まで 4年間連続で水質日本一であった。最近の 20年間に猪苗代湖の pHが上昇し，
平成 5年からは湖岸付近で黒色浮遊物の発生が報告され始めた。猪苗代湖の中性化が進むと，
化学的・生物学的な環境変化が水質を悪化させることが懸念されている。長林ら(2009)は pH推

定式を提案・利用してこれまでの pH上昇の原因を検討したが，将来の pHの変化に関する検討
は示されていない。本研究では，主要流入河川である長瀬川からの水と硫酸イオンの流入を考

慮した猪苗代湖の水収支と硫酸イオン収支を計算し，それを基に pH の簡易推定モデルを作成
した。 
 

2． 方法 

 図 1に猪苗代湖流域の概要図を示す。本研究では，
福島県の調査結果と猪苗代湖水環境保全対策調査報

告書 (福島県，2007)を使用して，水収支式，硫酸イ
オン収支式を作成し，pH の推定式を求めた。まず，
水収支式は長林ら(2009)の式(1)より猪苗代湖の水収
支を月単位で計算する。この時，水温成層期による

混合層の変化を，7月から 11月までを表層から 20 m
まで，12月から 6月までを表層から 50 mとして求
めた。また，式(2)より湖内における硫酸イオンの収
支を計算する。この時，湖への酸性雨の直接降雨，

長瀬川からの流入負荷量は一定値を与えている。 
 

dV
dt =Qin+RAs −Qout                                (1) 

dV
dt =QNinSin+LR − QoutS                  (2) 

 

図-1 猪苗代湖概要図 



3． 結果 

 水収支式の計算結果を図 2に示す。長期的な平均値はゼロであるため，本モデルは猪苗代湖

の水収支を適切に計算できていることが分かる。 

 福島県の観測データに基づいて猪苗代湖における pH と硫酸イオン濃度の関係を求めて作成

した pHの推定式を式(3)に示す。 

pH=374.23൫SO4
2-൯

-1.218
                                                          (3) 

 この推定式を用いて推定した pH 推移を図 3 および 4 に示す。本モデルは硫酸イオンのみを

考慮して計算したが，長林ら(2009)よりも実測値に近づいていることが分かる。 

 次に，今後 30年の pHの推移を福島県による過去の硫酸イオン濃度の観測データを指数近似

して，硫酸イオン濃度の将来変化を推定した結果を図 5に示す。これまでの傾向が続くとする

と硫酸イオンが今後も減少し，それに伴って pHの値は上昇し続けると推定された。 
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1. はじめに 
國井ら(2013)は，裏磐梯五色沼湖沼群における周辺環境の悪化や水の色の変化を指摘してい

る。水の色の変化に関連すると考えられる裏磐梯五色沼湖沼群の流出機構ついては，三浦ら

(2014)が融雪期における流出機構の研究を行い，藤元・横尾(2015)は年間を通した流出機構の研
究を行っている。また，廣瀬・横尾 (2015)は，水質の観測データと流量を 4成分に成分分離し
た結果を比較・解析し，降雨に対して反応が遅い 2つの流量成分を説明できる水質を発見した。
しかし，降雨に対して反応が早い 2つの流量成分を説明できる水質項目を見つけることができ

ていない。そこで本研究は，降雨に対して応答が早い 2つの流量成分を説明できる水質項目を
見つけ，毘沙門沼の降雨流出機構を解明することを目的としている。 

 

2. 方法 

本研究では福島県裏磐梯地域五色沼湖沼群の 1つ
である毘沙門沼の流入口で調査を行った。(図-1)平

成 25年 4月 9日から自記水質計（ワイエスアイ・ナ
ノテック社，EXO-2）を設置し，毎時の水質（イオ
ン以外）を測定した。また，平成 26年 6月 25日よ
り同様の自己水質計を用いてイオンの測定も行った。

得られた水質と流量の時系列変化から，両者の関係

を調べた。なお，流量に関しては，菅原ら(2015) の

データを使用した。 
 

3. 結果 

水質成分のモニタリング結果を図 2，図 3 に示し，菅原ら(2015)の流量を成分分離した結果
を図 4に示す。水温は，8月が最高点で 2月～3月が最低点となり，気温と同様の変動を示すこ
とが分かった。TDSは 4月をピークとする変動があり，流量の増減に伴う関係性が見られた。 

図 5に，2つの水質成分を説明変数として重回帰分析で Q3を推定した結果を示す。Q3が実測

値であり，Q3’が重回帰分析で求めた値である。これらの実測値と重回帰分析で求めた結果から Q3

成分は，水温と TDSの 2つの水質で説明できる可能性がある。しかし，実測値と重回帰分析で求め

た値を比べてみると 4 月から 6 月にかけてのピークは，似た変動を再現することができたが 2013

年の 7 月から 2015 年の 3 月までの変動を細かく再現することができなかった。したがって，Q3を

図 1 毘沙門沼の調査地点 



説明するのには，まだ不十分であり，さらなる研究が必要である。 
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図 2 TDSのモニタリング結果 図 3 水温のモニタリング結果 

図 4 表面流に近い流量成分 図 5 実測値のモデル式の比較 
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* Long term change in snow water equivalence distribution in the Agano River basin by Takeshi Sato and 
Yoshihiro Asaoka 

阿賀野川流域における積雪分布の長期変動＊ 

 

日本大学工学部土木工学科 ○佐藤 豪 

日本大学工学部土木工学科  朝岡良浩 
 

1． はじめに 

IPCC第 5次評価報告書によると，北半球高緯度にお

いて積雪面積の減少が報告されている。北半球中緯度

に位置する日本の阿賀野川流域は温帯気候に属し，世

界でも有数の豪雪地帯である。積雪は豊富な水資源と

して生活用水，灌漑用水，水力発電などに利用されて

いる。温帯の豪雪域における積雪量の長期変動を評価

した研究事例は少なく，気候変動の影響検出および積

雪を有効活用するうえで重要である。本研究では積雪

水量推定モデルを用いて阿賀野川流域の積雪分布を推

定し，長期変動について調査することを目的とする。 

 

2． 積雪水量分布の推定 

 研究対象地域は阿賀野川流域(流域面積 7710km2）である。積雪水量は流域内の各グリッドに

(1)式を適用して推定した。 

ௗ  (ௌௐா,ೕ）
ௗ௧ ＝𝑆𝐹, − 𝑀𝑒𝑙𝑡,      (1) 

ここで，SWEは積雪水量(mm)，SFは日降雪量（mm/day），Meltは日融雪量（mm/day），dtは計

算時間間隔(1日)，dxは空間解像度(1km)である。降雪量は標高依存性と雨雪判別式を用いて推

定した。融雪量は Degree-day 法から推定した。入力する気象データは AMeDAS(Automated 

Meteorological Data Acquisition System)の気温，降水量，蒸気圧の観測データと重み付距離平均

法を用いて空間整備した。使用した AMeDAS観測点数は 37地点(流域内は 19地点)である。計

算期間は 1985年から 2015年の 30年間とし，各年の 10月 1日から翌年 7月 31日までとした。  

 

3． 結果および考察 

3.1 計算結果の検証 

奥只見丸山の積雪重量計による実測値 1)と、モデルによる推定値を比較した(図 2)。最大値

の相対誤差は 10%、積雪期間の平均誤差(MAE)は 114mm/dayであった。積雪量の空間分布の検

証として衛星画像から抽出した積雪域 2)とモデルから推定した積雪域を比較した。図 3に 2014

年 5月 5日の結果を示す。積雪の有無の一致率は 80%以上と概ね良好な精度であった。 

 

図 1 阿賀野川流域の概要 



 
 

 
図 4 年最大積雪水量の変動 
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図 2 積雪水量の検証（奥只見丸山） 

の推定値と観測値の比較 
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表 1 積雪水量の統計値 

期間 
平均 

（m3） 

標準偏差

（m3） 

1985～2015 4.41×109 1.06×109 
1985～2000 3.97×109 0.94×109 
2000～2015 4.85×109 1.01×109 

 

 
図 3 積雪域の検証 

左：モデル推定，右：衛星観測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

3.2 積雪量の長期変動 

 阿賀野川流域における積雪水量の長期変動を図 4および表 1に示す。対象期間（30年間）の

傾向として，流域の積雪量は長期的に僅かな増加を示し，年々変動は大きい。対象期間の後半

（2001~2015年）は前半（1985~2000年）よりも平均値・標準偏差が大きく，積雪量の増加傾

向だけではなく，多雪・小雪といった極端な積雪量に偏る傾向になりつつある。 

 

4． おわりに 

本研究では，積雪水量推定モデルを用いて阿賀野川流域を対象として 1985年から 2015年ま

での積雪水量を推定した。これにより，積雪量は長期的に僅かな増加傾向および年間積雪量の

較差が拡大しつつある傾向を示した。今後は積雪水量の変動と気候変動の関係を明らかにする

ことが課題である。 
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アンデス地域における熱帯氷河の縮小を考慮した流出解析＊ 
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1． はじめに  

 南米ボリビアの首都圏は，上流域の熱帯氷河の融解水を水資源として利用している。一方，

熱帯氷河は気温変化に敏感に反応するため，近年の地球温暖化に伴う急速な氷河の縮小や消滅

が報告されている。氷河の急速な縮小や消滅は，水資源の枯渇を惹起するため，将来にわたり

安定した水資源確保を行なうための対策を講じる必要がある。このため現在までに氷河変動や

ダム流量の観測 1)あるいは，氷河融解・流出モデル 2)が開発されてきた。本研究の目的は，さま

ざまな氷河面積を考慮した流出解析を行い，流出に対する氷河融解の寄与について評価するこ

とである。 

 

2． 研究対象地域 

本研究は，首都圏から北西に 30km離れたトゥニ貯

水池(標高 4437m)の集水域(約 90km2)(図-1)を対象とし

た。トゥニ貯水池は 3河川が流入しており，大きく

3 つの集水域に分けることかできる。トゥニ貯水池

へ自然流入するトゥニ川集水域と，導水管から人工

流入させているコンドリリ川集水域とワイナポト

シ西川集水域である。トゥニ貯水池は首都圏の浄水

場へ 1m3/s で送水しており，首都圏の水需要の約

30%を賄っている。 

 

3． 研究手法および使用データ 

3.1 氷河融解・流出量推定方法 
氷河面積の高度分布と気象データを氷河融解・流出モデル GRM(Glacier Runoff Model)2)にイ

ンプットし，トゥニ貯水池の各集水域を対象として流出解析を行なった。表-1に示す氷河面積

と高度分布の 4ケースに，氷河の融解が発生しないと想定したケースを加えた計 5ケースの流

出解析を行なった。モデルに入力する気象データは全ケース共通して 2011年 7月 1日から 2013

年 7月 1日の観測データを使用した。 

3.2 氷河面積と高度分布の算定方法 
 人工衛星 LANDSAT5および 8から観測された画像データ(水平分解能 30m)を用いて，氷河域

 
図-1 トゥニ貯水池集水域の概要 

表-1 コンドリリ氷河の面積 
YEAR AREA(km2) 倍率 
1987 2.33 1.24 
1992 2.52 1.34 
2003 2.05 1.09 
2014 1.88 1.00 

 

 

 



を抽出し，氷河面積の算定(表-1)を行ない，標高データと重ね合わせ氷河面積の高度分布を算定

した。これを，3 つの集水域で氷河面積の異なる 4 つの年代(1987 年，1992 年，2003 年，2014
年)で行なった。氷河域の抽出には，NDSI(Normalized Difference Snow Index)を用いた。 
 

4． 結果および考察 

コンドリリ川集水域における流出量の再現計算の結果を図-2に示す。氷河面積を仮定した流
出量と，氷河融解が発生しないと仮定した流出量の差分をとり，氷河融解による流出量を算出

した。2014年の氷河面積のケースでは年間の流出に対して 0.2%の寄与率であった。同様に，氷
河面積 1.09倍，1.34倍，1.24倍のケースでは 10%，17%，21%の寄与率となった。年流出量に
対する氷河融解水の寄与率が，氷河面積 1.34 倍のケースに比べ 1.24 倍のケースの方が大きい
割合となった要因として，高度分布の違いが考えられる。また，氷河融解水の寄与は乾季の終

わりから雨季の始まりの約 2ヶ月間(10月～11月)に集中していることが明らかになった。 
   

 

図-2 コンドリリ川集水域の流出量の再現計算 

 

5． 終わりに 

本研究は，熱帯氷河が分布するトゥニ貯水池の集水域に氷河融解・流出モデルを適用し，

年間の流出量に対する融解量の寄与を氷河面積に応じて評価した。その結果，トゥニ貯水池に

流入するコンドリリ川集水域において 1987年～2014年に氷河面積が 19%低下し，それに伴い
流出量に対する氷河融解量の寄与率は 21%から 1%未満に低下していることが示された。今後
は，流出量の推定結果をもとに，トゥニ貯水池の水資源運用の評価を行なう予定である。 
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東北地方における県別・月別の林野火災発生数の推定に関する検討 
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1． はじめに 

現在，日本では年間約 2,000件程度の林野火災が発生し，その焼損面積は約 1,000ha，損失額

は年間約 5 億円であることが総務省消防庁の資料(2005)から読み取れる。この資料には，林野

火災の発生件数についての都道府県別・月別のデータが記載されている。また，既往研究から

林野火災の発生には，気象的要因，地理的要因，人為的要因があることが分かっている。本研

究では，東北地方における林野火災の発生件数についてのデータと気象や地理などの統計情報

との関係を調べ，林野火災の発生数を県別・月別に推定する簡単なモデルを作成することを目

的にしている。 

 

2． 方法 

 林野火災発生数の気象的要因，地理的要因，人為的要因を調べ，林野火災発生数との関係性

が予想されるものをモデルに組み込む変数の候補に挙げ，それらのデータと林野火災発生数と

の相関を取る。それらの中から相関が高く，必要な変数を絞り込んでモデルを構築する。また，

本研究では林野火災発生数を森林面積当たりの林野火災発生数にする。 

 

3． 結果 

 気象的要因については，気象庁(2011)の平年値データに収録されている気象データとの関係

を調べた。対象とした各県の気象観測地点名は北から，青森，盛岡，秋田，仙台，山形，福島

である。既往研究から林野火災発生数との関係が予想されるものとして，相対湿度と風速を取

り上げ，各県の月別の林野火災発生数との相関をとった。相対湿度については，東北地方の全

てにおいて負の相関がみられ，風速に関しては秋田を除く 5県で正の相関がみられた。県別の

林野火災発生数と総務省統計局の日本統計年鑑(総務省統計局, 2016)にまとめられている地理

的特性との相関を調べたところ，県全体の面積における 20°以上の傾斜の面積の割合と負の相

関がみられた。林野火災の人為的要因としてはたき火，たばこ，放火(放火の疑いも含む)，火

入れ，火遊びなどがあるが，それらが行われた数を県別・月別に把握して統計資料にとりまと

めることは難しいため，人為的要因をモデルに組み込むことは不要とした。 

 各県ごとに県全体の面積における 20°以上の傾斜の面積の割合，相対湿度，風速の 3 つの変

数を用いて以下の式(1)をモデルとして構築した。 

∙ ∙ ∙
                  (1) 



 ここで，𝑁，𝑇，𝐻，𝑊௩はそれぞれ森林面積当たりの林野火災発生数，県全体の面積におけ
る 20°以上の傾斜の面積の割合，各月の相対湿度，各月の風速である。また，a，b，c，dは県
別に最適化するパラメータである。 

 推定グラフの結果は以下の図 1~6であり，概ね良好に推定できていることがわかる。 
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図 4 宮城県の 1999~2003年の平均

林野火災発生数と推定結果 

図 6 福島県の 1999~2003年の平均

林野火災発生数と推定結果 

図 5 山形県の 1999~2003年の平均

林野火災発生数と推定結果 

図 3 秋田県の 1999~2003年の平均

林野火災発生数と推定結果 

図 1 青森県の 1999~2003年の平均

林野火災発生数と推定結果 

図 2 岩手県の 1999~2003年の平均

林野火災発生数と推定結果 

http://www.stat.go.jp/data/nenkan/01.htm
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2015 年ネパール・ゴルカ地震にともなうランタン谷での 

氷河崩壊・岩盤崩壊について＊

山形大学・八木浩司，群馬大学･若井明彦， 

弘前大学・檜垣大助，北見工大・山崎新太郎 

 

1． はじめに 

 2015 年 4 月 25 日午前 11 時 56 分、カトマンドゥ

北西約 80km のゴルカ郡パルパック付近，深さ 15km

を震源とする地震(Mw7.8：USGS,2015) が発生した。

また、5 月 12 日には，カトマンドゥ東北東約 70km

のドルカ郡・シンドゥパルチョーク郡との境界付近，

深さ 15km を震源とする規模の大きな余震（Mw7.3：

USGS2015）が発生した。断層破壊域は，マルシャ

ンディ川から東にタマコシ・ボテコシにかけてのヒ

マラヤ山脈主稜から低ヒマラヤのカトマンドゥを含

む山地地域であった（図１）。このため，海抜 6000-8000m の高ヒマラヤから海抜 1000-2500m

の低ヒマラヤの山地斜面が強震に見舞われ，多数の斜面災害が発生した（檜垣ほか,2015）。 

 

2． ランタン谷で発生した氷河崩壊･岩盤崩壊 

 2015 年ネパール･ゴルカ地震にともなう土砂災害で

最も規模が大きく被害の大きかったものは，ランタン

谷における雪崩・土石流災害である。ランタン谷は，

ネパールの首都カトマンドゥの約 60km 北側に位置す

る氷期に形成された U 字谷である(図 2)。7000m 級の

ランタン・ヒマール主稜と海抜 3000-4000m の U 字谷

が比高 1000m 程度の岩壁で画され，同主稜南面から流

下する氷河は，この U 字谷に直交する懸垂谷を形成し

ている．ヒマラヤ主稜での岩盤崩落などを起源とする

災害に晒されやすい地形環境を呈している。今回の地

震でそれが現実のものとなり，氷河性段丘上にのるランタン村は，幅 500m，長さ 800m 以上に

わたって村の北側に位置する主稜線からもたらされた雪崩や岩屑に覆われた。 

 地震直後，ランタン村を大規模な雪崩が襲ったように新聞等で報じられた。 Website に掲載

された撮影された写真(Himali Sherpa,2015)は，雪崩堆積物とされたものが淡褐色を呈していた。

図１ 2015 年ネパール・ゴルカ地震の震源

と地形概観 

図 2 ランタン谷を襲った雪崩･ 

 岩屑雪崩（破線枠内）と周辺の地形 



衛星画像解析では流下してきたデブリの飛散状況や色調の差から，デブリには多量の泥質物質

が含まれ，複数回流下したことが予想された。このため筆者は，ランタン村を覆った物質を泥

質 slush と称し（八木,2015），氷河および岩盤の崩落

が同時あるいは複数回発生したと予想した。さらに

6 月 1 日に実施した上空からの観察では，ランタン

村周辺の地表には，数メートル大の巨礫を含む岩屑

や流動痕をもつ土石流堆積物を確認できた。すなわ

ち，ランタン村周辺では，雪崩や岩屑雪崩から変質

した土石流などの地変が繰り返し発生したことが確

認された。また，家屋や地表に露出した構造物が吹

き飛ばされたり，谷壁を覆った亜高山帯針葉樹林が

なぎ倒されていたことから，流下した雪崩や土石流

は，U 字谷底や対岸の U 字谷壁に激突し，その衝撃

により爆風を発生させたことも予想された。  

 10 月下旬に雪氷研究グループと合同で実施した

現地調査では，ランタン川を埋積するデブリの構造

は，下部が雪崩堆積物，上部が岩屑雪崩堆積物であることから(写真 1)，最初に土砂成分に富む

雪崩が発生し，遅れて岩屑雪崩･土石流が到達したことが明らかとなった。上述のとおり 4 月

30 日撮影の画像は，泥質 slush が映し出されていた。6 月 1 日の上空から観察では，地表は岩

屑･土石流堆積物によって覆われていた。4 月 25 日の本震では，氷河の崩壊に伴う雪崩が複数

回発生したことたが伝えられていたため，筆者らは当初，雪崩に覆われていたものがその後融

解して現れたものではないかと考えた(八木，2015)。しかし，現地住民の証言から，彼等が本

震で被災しカトマンドゥに避難する前には岩屑雪崩は発生しておらず，余震後帰村した住民に

よって発見されたことが明らかになった。従って，ランタン村周辺の地表を広く覆う岩屑主体

のデブリは，本震で発生した雪崩のデブリを覆って，5 月 12 日の余震にともなう岩盤崩落によ

ってもたらされたと考える方が合理的である。 
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写真 1 ランタン川を埋積する雪崩と岩屑 

 厚さ約 30m の堆積物が川を埋積する．上

部の 5m が岩屑雪崩・土石流堆積物，下部

は岩屑が混入した氷河起源の雪崩堆積物 
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㛗ᮇࡿࡓࢃ㛫ኚక᭱࠺㇟ࡢண ࢆ⢭⦓ࡢࡵࡓࡿࡏࡉヨࡣࡳᘬ᳨ࡁ⥆ࡁウࡋ

 㸬ࡿ࠶ㄢ㢟࡛࠸࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞
⚟ᓥ┴ࢆᑐ㇟ࡓࡋሙྜ㸪⨨ⓗྎ㢼ࡢᢤࡿࡅቃ⏺ࡵࡓࡿ࡞㸪㧗₻ࡢᙳ㡪ࡶࡃࡁኚ

ྍࡿࡍ⬟ᛶࢆ᭷ࡿ࠸࡚ࡋ㸬ࡵࡓࡢࡑ㸪ྎ 㢼㧗₻ࡢ㛵ಀࢆ↷ᰝࡀࡇࡿࡍᚲせࡿ࡞㸬ᮏ

ࡿࡵồࢆつ๎ᛶࡢ㢼࣮₻ࠖྎࠕ㸪ࡋ㸪ศᯒ࡚ㄪࢆ㛵ಀࡢ₻㢼ྎࡢ࡛ࡲ㸪ࡣ࡛✲◊

ぢᤣࢆᛶ⬟ྍࡿࡁ᥎ᐃ࡛ࢆ₻ࡿࡼ₻㧗ࡢࡡ㸪ᴫ࡚ࡋ⿵ ᾏỈ ᗘኚணࡢ㸪ᑗ᮶

 㸬ࡿ࠸࡚ࡵ㐍ࢆウ᳨ࡓ࠼
 㸬ࡿ࠶࡛ࡾ࠾ࡢ௨ୗࡣᡭ㡰ࡢ✲◊
 

ձ ྎᑠྡࡢ₻ࢆㄪ㸪␗ᖖ₻ୖ᪼ࡓࡋࢆㄪࡿ㸬 
ղ ␗ᖖ₻ྎ㢼Ⓨ⏕ᮇࡢ㛵ಀࢆㄪࡿ㸬 
ճ ྎ㢼ࡢㅖ᮲௳(᭱పẼᅽ㸪᭱ࡧࡼ࠾పẼᅽⓎ⏕⨨㸪ᾏỈ ᗘ etc)ࡢ㛵ಀࢆㄪࡿ㸬 
մ ᮲௳₻ࡿࡼ

ᙳ㡪ࡢἢᓊᇦ࣐ࡢ

⾜ࢆẚ㍑ࡢࣉࢵ

 㸬࠺
 

ྎᑠྡࡢ₻

ᯝ㸪⤖ࡓㄪࢆ㢼ྎ

ྎ㢼࡛ࡶ⤒㊰ࡾࡼ

ᙳ㡪ࡿࡅཷࢆ㸪ྲཱྀ ࡞ࡅ

ࡽ᫂ࡀ㛵ಀࡢ࠸

㸪ྎ㢼௨ࡓࡲ㸬ࡓࢀࡉ

እࡢపẼᅽ࡛ࡶ₻

ࡍಁࢆኚ࡞ࡁࡢ

㇟ࡢᏑᅾࡀ᫂ࡽ

 㸬ࡓࢀࡉ
 

ᅗ㸯� ᑠྡྎࡢ₻ࡢᕪᮇࡢ㛵ಀ�

 



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ᅗ㸰� ᑠྡྎࡢపẼᅽࡢ㛵ಀ 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 
✚㞷ࡢᏛ⤌ᡂᇶ࡙ࡃ᪥ᮏᾏࡢἼཬᙳ㡪ホ౯�

�

ᕤᏛ⌮࣒ࢸࢫࢩ⏕⚟ᓥᏛᏛ㝔ඹ�ᕤᏛ㢮�㸪᪂ᇉ⌮࣒ࢸࢫࢩ⏕⚟ᓥᏛඹ�㕥ᮌ⤢⨾ۑ

◊✲⛉�㸪㤿ሙᙬ㤶㸪ᕝ㉺Ύᶞ�⚟ᓥᏛඹ⏕࣒ࢸࢫࢩ⌮ᕤᏛ㢮��

 
ᩘ್Ẽೃࣔࣝࢹᇶ࡙ࡃẼỈᚠ⎔⣔ࡾࡼࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩࡢẼೃࡢ࣒ࢸࢫࢩ ᬮࡀ

ᣦࢀࡉ㸪ᒁᡤⓗ࡞ᆅᇦᑐࡿࡍᴟ➃࡞㝆Ỉ㇟ࡢⓎ⏕ࡀぢ✚ࡓࡋ࠺ࡇ.ࡿ࠸࡚ࢀࡽࡶᑗ᮶

㸪βࡋᑐணぢࡢ ࡽࡲࡅࡔ✲◊㸪ࢀࡉ ᥎ࡶᙳ㡪ࡢቃ⎔↛⮬ࡧࡼ࠾ᇶ┙㸪♫࡞ࠎ

᪥ᮏิ㸬 ᬮࡿ࠸࡚ࢀࡉウ᳨ࡶ㐺ᛂࡿࡍᑐ㡿ᇦ࡛ ᬮࡓࡵྵࡶᐇົࡢᨻᶵ㛵⾜ࡎ

ᓥࡢ㞷ࡢ㛵ಀࡣ☜ᐃせ⣲ࡢࡢࡶࡿࢀࡲྵࡶ㸪᪥ᮏิᓥ⮬యࡀᕧどⓗ㞷ịᅪࡢቃ⏺㏆

㸪ᮾᆅ≉㸬ࡿ࠸࡛ࢇྵࢆᛶ⬟ྍࡿࡍ㞷ኚ✚ᩄឤ࡚ࡌᛂ㸪Ẽೃኚືࡵࡓࡿࡍ⨨

᪉᪥ᮏᾏഃࡽ㝣ᆅ᪉ࡣ㸪Ꮨす㧗ᮾపࡢẼᅽ㓄⨨ࣜ࣋ࢩࡾࡼ㸪୰ᅜ㝣ࡽ⇱ࡘ

ᐮ෭࡞Ẽᅋࡢὶࢀ㎸࠸ࡍࡸࡳᆅᇦ࡛ࡵࡓࡿ࠶㸪ᮾ㐍ࡿࡍᐮ෭࣭⇱࡞Ẽᅋࡀ᪥ᮏᾏୖ✵ࢆ㏻

㐣࡛ࡇࡿࡍ㔞ࡢỈẼࡳྵࢆᏘ㝆㞷ࢆࡿ࠼㞼ࢆⓎ㐩ࡏࡉ㸪Ẽೃኚືࡿࡼឤᗘ

㸪ᩘࡣࡵࡓࡿࡍゎ⌮ࡃࡼ⢭ᗘࢆࢫࢭࣟࣉࡓࡋ࠺ࡇ㸬ࡿࢀࡽࡶ✚ぢ࠸ࡁࡀ ್ィ⟬ࡅࡔ

㞷ㄪᰝ✚ࡢ㸬㜿㈡㔝ᕝࡿ࠶ᚲせ࡛ࡶࢳ࣮ࣟࣉࡿࡍศᯒ࠸⾜ࢆ ᐇࡢ㞷ࡢᐇ㝿ࡎࡽࡲ

ゎᯒࡣ᪤⤒ᖺ࡛ྲྀࡀࡿ࠸࡛ࢇ⤌ࡾ㸪ࡢࡽࢀࡇ⫼ᬒࢆ㋃࡚࠼ࡲᮏ◊✲࡛ࡣ㸪㜿㈡㔝ᕝὶᇦࢆ

ᑐ㇟ᾏὶᇦࡢ✚㞷ศᕸ≉ᛶࢆᢕᥱࡢࡵࡓࡿࡍᏛศᯒࢆ㐍ࡓࡵ㸬 
ㄪᰝゎᯒࡣ✚㞷ヨᩱࡋࢢࣥࣜࣉࣥࢧࢆ㸪ࣥ࢜ࡓ࠸⏝ࢆ࣮ࣇࣛࢢࢺ࣐ࣟࢡࣥ࢜⤌ᡂ

≉㞷ศᕸ✚ࡢ㜿㈡㔝ᕝὶᇦᇶࢆᯝ⤖ࡢࡽࢀࡇ㸬ࡓࡵ㐍ࢆศᯒࡿࡼᏳᐃྠయᐃྠࡢ

ᛶ᳨ࢆウࡿࡍ㸬✚㞷ࡣ ᗘ㸪ỈẼࡢ≀⌮㔞ࡸᚅᶵሗࢆṧᏑࡿࡏࡉ≉ᛶࡘࡶࢆ㸬ࡵࡓࡢࡑ㸪

㡿ᇦศᕸࡿࡍከⅬ࡛✚㞷ࡢ≀㉁ᵓᡂࢆᏛⓗࡋ♧✵㛫ⓗ࡞ẚ㍑࡛ࡇ࠺⾜ࢆ㸪ᆅᇦᅛ

᭷ᛶ㸪ࡧࡼ࠾࿘㎶⎔ቃࡢ㛵ಀᛶࢆ᫂ࡿ࠶࡛⬟ྍࡶࡇࡿࡍࡽ㸬ᮏ◊✲࡛ࡣ㸪㜿㈡㔝ᕝ

ὶᇦศᕸࡿࡍ✚㞷ࢆὶᇦయ࡛⥙⨶ࡿ࠸࡚ࡋࢢࣥࣜࣉࣥࢧ࡚ࡋ㸬 
⤖ᯝ࡚ࡋ㸪ձࡽյࡿ࠶࡛ࡾ࠾ࡍ♧㸬 

ձ ���� ᖺࡢᏳᐃྠయẚࡢㄪᰝ⤖ᯝᇶ࡙ࡤࡅ㜿㈡㔝ᕝὶᇦࡣࢇࡢ᪥ᮏᾏࡢᾏỈࢆ㉳

�㸬ࡓࢀࡉࡽ᫂ࡀࡇࡓ࠸࡚ࡋศᕸࡀ㞷✚ࡓࡋ※

ղ ྛㄪᰝࡢ⤖ᯝࡿࡳ࡚ࡋྜ⤫ࢆ㸪ἢᓊࡽ㊥㞳ࡢ㛗࠸㸪ࡣࡃࡋࡶ㧗࠸ᶆ㧗ࡢほ ᆅⅬ࠸ࡘ

ࡽ᫂ࡀࡇࡿ࠸࡛ࢇྵࢆᛶ⬟ྍࡿࡍᙳ㡪ࡃࡁࡶᚩ≉ࡢᆅᇦᅛ᭷ࡢ 㸪⾲㠃ᾏỈࡣ࡚

�㸬ࡓࢀࡉ

ճ 㜿㈡㔝ᕝὶᇦዟ㒊⨨ࡿࡍ㛗℩ᕝࡣᆅᇦᅛ᭷ⓗ࡞ᙳ㡪ᗘࡀᙉࡃ㸪ࡸࣥ࢜Ᏻᐃྠయẚࡼ

�㸬ࡓࢀࡽᚓࡀᯝ⤖࠸ᙅࡢ㛵ᛶ┦ᾏỈィⓗ⤫ࡘᏳᐃࡾ

մ ࡢࢇ✚㞷ࡢ≉ᚩࡣᏑᅾࡢࡢࡶࡿ࠸࡚ࡋ㸪㝆㞷ࡀᑡ࠸࡞ሙྜࡣ㸪ฟ⩚ᒣᆅࡶࡾࡼዟ㒊ࡢ

Ỉ⣔ࡀすʊᮾ᪉ྥᛴኚࡿࡍ⨨㸦㊥㞳ⓗ 75kmࡽ 100km㸧࡛᪥ᮏᾏࡢᾏỈࡢࡽᙳ㡪

�㸬ࡓᚓࢆᯝ⤖ࡿࡲᙅࡀ

յ ᾏỈࡢⓎ㐣⛬ࡶ㛵࡚⃰ࣥ࢜ࡋᗘࡣῶᑡࡵࡓࡿࡍ㸪▷㛫ࡢ࣮ࣝࢣࢫ✚㞷ࡢ≧ἣࡶᢕ

ᥱࡤࢀࡅ࡞ࡋ᫂░࡞ᆅᇦ≉ᚩྍ࠸࡞ࡏ♧ࢆ⬟ᛶࡿ࠶ࡀ⤖ᯝࡶᚓࡓࢀࡽ㸬�

ն 㛗℩ᕝὶᇦ௨እᆅᇦᅛ᭷ࡢ≉ᚩࡍ♧ࢆᆅᇦ࡚ࡋ㸪ྈぢᕝୖὶᇦ㸦༡ὠ⏫㸧ࡀᣲࢀࡽࡆ㸪



ኴᖹὒᾏỈ౫Ꮡࡓࡋ㝆㞷ࡀ౪⤥ྍࡿ࠸࡚ࢀࡉ⬟ᛶࡀ᫂ࡓࢀࡉࡽ㸬�

�
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ᅗ㸯� ᪥ᮏᾏἢᓊὶᇦࡢ &/��1$�⃰ᗘẚࡢ✵㛫ศᕸ 
 

 
ᅗ㸰� į18O  įD  㛵ಀࡢ
 
  



 
㝖ᰁᆅᇦࡢ〄ᆅᩳ㠃ࡢᅵ◁ືែほ ㄪᰝ�

�

ᕤ⌮࣒ࢸࢫࢩ⏕⚟ᓥᏛᏛ㝔ඹ�ᕤᏛ㢮�㸪ఀ⸨ᆂ♸⌮࣒ࢸࢫࢩ⏕⚟ᓥᏛඹ�ᮧ⿱ு⏣ۑ

Ꮫ◊✲⛉�㸪ᕝ㉺Ύᶞ�⚟ᓥᏛඹ⏕࣒ࢸࢫࢩ⌮ᕤᏛ㢮��

 
 

2011 ᖺᮾ᪥ᮏ㟈⅏ࡾࡼ⚟ᓥ➨୍ཎᏊຊⓎ㟁ᡤᨾࡀⓎ⏕ࡋ㸪ᨺᑕᛶ≀㉁ࡢᣑᩓᅵ

ተởᰁࡓࡌ⏕ࡀ㸬ࡢࡇᑐᛂ࡚ࡋ㝖ᰁࡿࡼ⾲ᅵ 2㹼5cm ᅵተ㞳(ᅵᆅᨵኚ)ࡿࡼ㝖ᰁ

ࢀࡽࡵㄆࡀቑຍࡢ㸪〄ᆅ㠃ኚࡢⱱ⦾⏕᳜࠸కᨵኚࡓࡋ࠺ࡇ㸪ࡀࡿ࠸࡚ࢀࡽࡵ㐍ࡀ

㸪Gullyࡣ࡚࠸࠾㠃ᩳࡓࡋ㸪〄ᆅࡓࡲ㸬ࡿ 㸬ࡿࢀࡉ༴ࡀ⾜㐍ࡾࡼ㸪ᙉ㞵ࡋⓎ㐩ࡀ

ᚋࡢ ᬮ࡞క࠺ᙉ㞵㢖ᗘࡢቑຍண ࢆ⪃៖ࡤࢀࡍ㸪᭦ᅵ◁ᨭࡀኚྍࡿࡍ⬟

ᛶࢆ᭷ࡿ࠸࡚ࡋ㸬ࡓࡋ࠺ࡇᙳ㡪ࡣ⎔ቃ᮲௳࡞ࡁ㈇Ⲵࢆࡿ࠼༴㝤ᛶࡶ᭷ࡿ࠸࡚ࡋ㸬ࡇ

㸪Gully࡚ࡋᑐㄢ㢟ࡢ ࡿࡵồࢆᚩ≉ࡢ⏘⏕◁㸪ᅵ࡚ࡋᢕᥱࢆ㔞㸪Ⓨ⏕⟠ᡤ㸪ὶฟᛶ㉁ࡢ

࡞ࡘணぢࡢᑗ᮶ീ࡞⦔⢭࡛ࡇࡿࡍࡽ᫂ࢆᚩ≉ࡓࡋ࠺ࡇ㸪ࡓࡲ㸬ࡿ࡞ᚲせࡀࡇ

㸪Gullyࡣ࡛✲◊㸬ᮏࡿࡀ 㸪㸱DⅭࡿࡍᢕᥱࢆ㔞㸪Ⓨ⏕⟠ᡤ㸪ὶฟᛶ㉁ࡢ ࣛࣇࣟࣉ

࡚ࡋ⏝ࢆ࣮ Gully ኚࡢ✵㛫ⓗ࡞ゎ᫂ࡶࡿࡵࡍࡍࢆ㸪ᅵተヨ㦂ࢆᐇ࡛ࡇࡿࡍ

Gully Ⓨ⏕ࡢ≉ᛶࢆ᫂ࢆࡇࡿࡍࡽ㐍ࡓࡵ㸬 
࡚ࡋᯝ⤖ࡢࡇ Gully 㐍ಁ◁㸪ᅵࡇࡿ࠸࡚ࢀࡉᕥྑⱱ≧ἣ⦾ࡢ⏕᳜ࡣ㐍⾜ᗘࡢ

᮲௳ࡿ࠺ࡾ࡞㝆㞵つ๎ᛶࡃ࡞ࡣ㸪ᅵ◁ᙉᗘࡢᙅ࠸⟠ᡤࡀኚࡀࡇࡃ࠸࡚ࡋ᫂ࡽ

 㸬ࡓࢀࡉ
 

 
 

ᅗ㸯� �' �����ࢱ࣮ࢹᆅᙧࡿࡼ࣮ࣛࣇࣟࣉ ᖺ � ᭶��



 

 
ᅗ㸰� ㄪᰝᆅᩳࡢ㠃ࡿࡅ࠾ᅵᒙᙉᗘ�

  



 
㞵ࡿࡼ㈓ỈụࡢỈ㉁ኚࡢẚ㍑᳨ド�

�

ᕤᏛ⌮࣒ࢸࢫࢩ⏕⚟ᓥᏛᏛ㝔ඹ�ᕤᏛ㢮�㸪᪂ᇉ⌮࣒ࢸࢫࢩ⏕⚟ᓥᏛඹ�㤿ሙᙬ㤶ۑ

◊✲⛉�㸪㕥ᮌ⤢⨾㸪ᕝ㉺Ύᶞ�⚟ᓥᏛඹ⏕࣒ࢸࢫࢩ⌮ᕤᏛ㢮��

�

ᆅ⌫ ᬮࡿࡼẼೃኚືࡾࡼぢ✚ࡿࢀࡽࡶẼ ୖ᪼㸪ᴟ➃࡞㝆㞵ࡽỈ㉁ở⃮ࡢቑ

ຍࡢᠱᛕࡿ࠸࡚ࢀࡉࡀ㸬㈓Ỉụᑐࡿࡍ㞵ࡢᙳ㡪ࢆᗈᇦࢆࢱ࣮ࢹࡢ⏝ࡋぢ✚ࡵࡓࡿࡶ

⾜ࢆẚ㍑᳨ドࡢᛶ≉ࡢ㈓ỈụỈ㉁ࡿࡼ㸪㞵࡛ࡇࡿㄪࢆ(ᡂ⤌ࣥ࢜)㸪⁐ゎᛶ≀㉁

ࡇ࠺⾜ࢆゎ᫂ࡢᆅᇦᛶࡋᑐ㇟㡿ᇦ୰ᚰࢆ┴ᓥ⚟ࡓࢀศࡢẼೃ≉ᛶࡾࡼ㸬ᆅᇦࡓࡗ

 㸬ࡓࡋウ᳨ࢆࡿ࡞࠺ࡀ※㝆Ỉᴟ➃࡛Ỉ㈨ࡿࡼ㸪 ᬮ࡛
ࢢࢺ࣐ࣟࢡࣥ࢜ࢆヨᩱࡢࡑ㸪࠸⾜ࢆ᥇Ỉ㞵┤ᚋ㈓Ỉụ࡛✚㞷┤ᚋࡣ᪉ἲࡢ✲◊

ࡢࣥ࢜㔜Ⅳ㓟ࡿࡼᗘᡭつᐃἲࣜ࢝ࣝศᯒࡢࣥ࢜㸪㝧ࣥ࢜㝜ࡿࡼἲ࣮ࣇࣛ

ศᯒ࡛ࡇ࠺⾜ࢆỈ㉁ࢆồࡵ㸪ẚ㍑࡛ࡇࡿࡍ≉ᛶࢆ᫂ࡿ࠸࡚ࡋࡽ㸬◊✲ᑐ㇟ࡣ㸪ᒣᙧ

┴㸪⚟ᓥ┴ࡿ࠶࡛࣒ࢲᩘ「ࡢ㸬 
⤖ᯝ࡚ࡋ㸪⼥㞷ᮇࡣ୰㏻࣭ࡾ㏻2_ࠠ(3_ܱࠠܥܪࠟ)ܽܥࠟࡣࡾ ᆺ㸪ὠᆅ᪉ࠠܽܰࠟࡣ
ࡉࡽ᫂ࡀࡇ࠸ከࡀᆺ 2_݈ࠠܥܽܥࠟ,4_ܱࠠܵܽܥࠟࡣᆺ㸪⚟ᓥ┴እ݈ܥܽܰ,4_ܱࠠܵࠟ 2_

࢜యⓗࡣ࡛࣒ࢲࡢ㸪ࡕ❧┠ࡀቑຍࡢ᭷㔞ྵࡢࣥ࢜ࡢ࣒ࢲᐮἙỤ࠸క㸪㞵ࢀ

ࡣࢱ࣮ࢹࡢ㞵ࡢ࣒ࢲ㸪ᐮἙỤ࠾࡞㸬ࡓࢀࡽࡵㄆࡀ᭷㔞ῶᑡྵࡢࣥ 2013 ᖺ 7 ᭶ࡢᒣᙧ

㞵ࡿ࠶࡛ࢱ࣮ࢹࡢ㸬ࡢࡇ㞵ࣥ࢜ࡣ࡛ࢺࣥ࣋ὶฟࡶ᭱ࡀከࡃㄆࢆࡇࡓࢀࡽࡵ♧၀
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* Comparison of tsunami source models of the 2011 earthquake – at Nuclear Power Plant of Fukushima No1 
by Fumihiko Imamura, Shunji Iwama, and Yuichi Kunieda 
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*Real-time tsunami source estimation based on offshore tsunami and onshore geodetic data by R� Hino� A� 
Horiuchi� Y� Ohta� and H� Tsushima 
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図4 ブロックの動きの観測 

今回の津波の実験条件を表 1に示した。ここに、Z1は貯水槽の水位、Z2は定水槽の水位
を表し、⊿Zは Z1、Z2の水位差を表している。図 2、図 3は、表 1の実験条件のもとに測
定した値をグラフに表したものの一例である。この実験から最大最少波高および最大最少

流速を求め以降の実験を行う際の基準とする。 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
4、限界掃流力 
図 1 の実験装置を用いて、津波が橋に置かれた個体にどのように作用するかを調べた。

その際に使用する個体は表 2に示した諸元のコンクリート製立方体ブロックを使用した。 
定水槽側に橋の模型を設置し、その上に個体を置き津波を衝突させた際の、個体の動きを

観測した。10 種類
の波が、それぞれ 10
種類の個体に衝突

した際に、どのくら

い動いたかを調べ、

個体3個分以上動い
たものは×、3個分以内動
いたものは△、１個分以

内動いたものは□、動か

なかった場合は○とし、

それを修正シールズ関数

と辺 aと波高の比 a/H1max

で整理すると図 4 のよう
になる。 
図 4よりブロックの動きは修正シールズ関数(縦軸)である程度できるようである。 
 
6、おわりに 
 本研究では、津波の波力が個体にどのように作用しているかを、10種類の波を 10種類の
個体に衝突させ、どのくらい動いたかを調べ検討してみた。 

表 2実験条件(個体形状：立方体) 



橋に置かれた個体に作用する津波波力に関する研究 
 

八戸工業大土木建築工学科 村岡真怜・佐々木幹夫 
 
1、はじめに 
日本列島は、かねてから地震の多い地域であり、その地震によって津波も発生している。 

平成 23年 3月には東日本大震災が発生し、この地震により発生した大津波は多くの人の命
を奪った。将来、青森県沿岸にも同様の大津波が押し寄せることが公表されている(H24青
森県)。 
津波は我々の社会に重大な損害を与えるものであり、伝番現象の解明や津波に対する防

災対策等が必要となっている。本研究では、実験装置で津波を発生させ、橋の上に置かれ

た構造物に働く津波波力について検討してみる。 
2.実験方法 
①実験水槽で津波を発生させ、流速や波高の測定を行なう。 
②構造物に見立てた固体を模型の橋の上に置き実験装置で起こした津波を衝突させた際

の構造物の動きを観察し、限界掃流力を調べる。 
③ブロックに荷重計を取り付け、津波が衝突した際の波力について調べる。 

3、実験水槽の特性 
本実験では図 1 の水槽を使用する。この水槽は、貯水槽側に水を貯め、ゲートを開ける

ことにより水が定水槽に流れ込み津波を発生させる仕組みになっている。津波の波高と流

速は定水槽側に計測計を設置し観測を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 1実験装置概要 

表 1 

表 1実験条件(津波) 
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津波越流による堤防法尻における流れ場の分類に関する水理実験＊ 

 

東北大学大学院環境科学研究科  金子 祐人，小森 大輔 

東北大学大学院工学研究科  三戸部 佑太，田中 仁 

新日鐵住金株式会社  乙志 和孝，黒澤 辰昭 

 

1． はじめに 

 2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震により，太平洋沿岸の各地で津波の越流による海

岸堤防の被災が発生した．特に被害の大きかった岩手，宮城，福島の 3県では，海岸堤防 300kmのうち

約 190kmが全壊，または半壊したと報告されている．堤防破壊の主要な原因として，津波越流により海

岸堤防裏法尻に発生した洗掘孔から堤防内の土砂が吸い出されることにより，裏法面が破壊され，全壊

に至ることが報告されている（Kato et al.2012）．一方で，洗掘孔により陸側の津波流速が低減する効果

が指摘されている（常田・谷本.2012）．本研究では，小型水路における水理実験を行い，粒子画像流速

計測法（PIV）を用いて洗掘孔内部の流れ場を計測し，洗掘孔背後における流速の低減効果について検

討を行う． 

 

2． 研究方法の概要 

 縮尺 1/100 の海岸堤防模型（高さ:5.2cm，法

面勾配:2：1）を設置した延長 110.4cm，幅 5cm

の水路の堤防下流側に固定床で洗掘された底

面を再現した（図-１）．固定床で再現する底面は，津波

越流時の海岸堤防背後に生じる洗掘に関する移動床実験（三

戸部ら，2014）の洗掘過程の底面形状データより，越流水深

および越流開始からの時刻が異なる 14 ケース採用した．ま

た，基礎を含む堤防法尻から 40cm（現地換算：40m）の場

所で計測した水位と流量から，洗掘孔背後における各ケース

での断面平均流速を求め，洗掘孔が発生していないケースの

断面平均流速と比較することで，流速の低減率を算出した．

洗掘孔内部の流れ場は粒子画像流速計測法（Particle Image Velocimetry, PIV）を用いて計測し，得られた

データから流れ場と低減率の関係に関して考察した． 

 

3． 結果 

堤防法尻周辺における流れ場は 3タイプに分類することが出来る（金子ら．2015，図-2)．タイプ 1

*Classification of Velocity Field around landward toe of Coastal Dikes induced by Tsunami Overflow, by Kaneko Yuto, 

Mitobe Yuta, Otsushi Kazutaka, Kurosawa Tatsuaki, Komori Daisuke, Tanaka Hitoshi. 

図-1 水路 

表-1 各ケースの実験条件と結果 



は，法尻通過後に流れが沈み込むタイプ．タイプ 2は法尻通過後に跳水を起こすタイプ．タイプ 3

は洗掘孔が無く，水平方向のみの流速を持つタイプである．表-1に各ケースの実験条件，流れ場の

分類，低減率を示す．また，流れ場について水理学的な考察を行うために，水路下流方向の流速を持つ

部分の平均流速と厚さの最大値より Fr数を求め，低減率との関連を見た（表-2）．タイプ 2について，

Fr数と低減率の間に強い負の相関があることが確認できた．また実験を観察すると，タイプ 2の水面

近くの流れは射流のように見えたが，求めた Fr数が 1を越えていない理由としては，形成されて

いる渦の中心付近の流速が非常に小さくなっており，この流速が正方向の平均流速の値を下げてい

るためであると考えられるため，今後 Fr数の算出方法について検討が必要である． 

 

 
 

4． おわりに 

 津波越流による海岸堤防裏法尻に発生する洗掘孔内部の流れ場を計測し，それらの違いにより 3ケー

スに分類出来ることを確認した．また，正方向の流速を持つ部分の平均流速と，流れの最大厚さより Fr

数を求め，低減率との関連を見ることで，タイプ 2について強い負の相関があることを確認することが

出来た．今後，流れ場や低減率の決定される要因について検討していく． 
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図-2 流れ場の分類と，Fr数と低減率の関係 
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* Event deposits recorded in coastal lowlands on the western coast of Oga city, Akita Prefecture by Shinya 
Takabuchi Takanobu Kamataki, and Hideo Matsutomi 

秋田県男鹿市におけるイベント堆積物調査＊ 

 

秋田大学工学資源学部土木環境工学科    高渕 慎也 

秋田大学地域創生センター地域防災部門   鎌滝 孝信 

秋田大学工学資源学研究科土木環境工学専攻 松冨 英夫 

 

1．はじめに 
海域で発生する巨大地震とそれに伴う津波は，沿岸における最も大きな自然災害の一つとい

える。日本列島の沿岸各地は津波による被害を数多く受けてきており，これらの被害の低減は

沿岸部に位置する自治体やその住民にとって極めて重要な課題である。津波による被害を低減

させるためには，ハード対策と同時に住民の防災・減災意識を高め，それを維持していくこと

が重要である。住民の防災・減災意識を高める方策の一つとして，その地域で過去に発生した

自然災害を教材に防災教育をおこなうことが挙げられる。過去に発生してきた地震や津波の情

報は古文書等にも記されているが，より長期間にわたる記録を追跡するには地層記録を調べる

こと，すなわち津波堆積物調査の実施が重要である。津波堆積物を使った古地震・古津波研究

は国内外で数多くなされているが，我が国における研究例はそのほとんどが太平洋側のもので，

日本海沿岸からの報告は，箕浦らによる一連の研究（1987 など）や平川ほか（2013），鎌滝ほ
か（2015）などわずかである。そこで，我々は古地震、古津波に関する証拠を集め，将来にお

ける被害の低減に役立てることを目的として，秋田県沿岸域において古津波の痕跡に関する調

査を実施している。本研究では、秋田県男鹿市で実施した調査により，津波によって形成され

た可能性があるイベント堆積物が見出されたので報告する。 
 

2．調査地域および調査方法 
調査地点の選定にあたっては，地震被害想定調査等のシミュレーションで津波による浸水が

推定される場所及びその周辺であること，人工改変の影響が少ない場所などを基準とし，空中

写真，地形図等で調査地点を抽出した後，現地確認をおこなった。調査地点は，秋田県中部に

位置する秋田県男鹿市脇本地区である。調査地点周辺は浜堤列平野をなしており，堤間湿地の

湖沼で小型ジオスライサー（高田ほか，2002）によるボーリング調査をおこなった。この地域
は，2013年に公表された秋田県地震被害想定調査によると，秋田沖の地震空白域（石川，2002;
大竹，2002）を中心とした海域の想定地震および青森沖から山形沖まで震源域を拡げた最大ク

ラスの津波の場合，約 2～5mの浸水深が予想されている。したがって，この海域において地震
空白域の地震や連動地震が過去に発生していたか否かを評価する上で，その地域における津波

堆積物の存在を明らかにすることは極めて重要である。 
 

3．結果とその解釈 



採取されたボーリングコア試料には，湖沼や沖積低地に堆積したシルトを主体とした細粒堆

積物中に砂を主体とした粗粒堆積物が数枚挟まれることが明らかになった。表層の深度 0～
0.53m は平行～低角の斜交層理が発達する細粒砂からなる。深度 0.53～0.60m は，細粒砂混じ
り有機質シルトからなる。深度 0.60～0.70m は有機質シルト混じり細粒砂からなり，全体に植
物片を含む。深度 0.70～0.90m は，有機質シルトからなる。深度 0.90～1.19m は，シルトの薄
層を挟む細粒砂からなる。深度 1.19～1.30mは有機質シルトからなり，この中の深度 1.26～1.30m
には黄褐色のシルト～粘土がみられる。深度 1.30～1.47m は生物撹拌が発達した塊状の細粒砂

およびシルトからなる。深度 1.47～1.62mは，細粒砂からなり，上部は生物撹拌を受けている。
全体に植物片を含んでおり，また，不明瞭ではあるが平行～低角の斜交層理が発達している。

この中で，深度 0.60～0.70m の有機質シルト混じり細粒砂層と深度 0.90～1.19m のシルトの薄
層を挟む細粒砂層には，①基底部が侵食面であること，②堆積物の下部に下位の地層を侵食し

取り込んだものと思われる偽礫が含まれること，③内部に平行層理，斜交層理等の堆積構造が

見られること，④材や植物片が密集することなどの特徴が見られる。したがってこれらの粗粒

堆積物は，シルトを主体とした細粒の堆積物が堆積する湿地環境に，強い水流を伴った突発的

なイベントが発生することで形成されたイベント堆積物と解釈した。このイベント堆積物は調

査地点の周辺に大規模な河川が存在しないことから，洪水堆積物の可能性は低いと考えられる。

さらに，海岸と調査地点の間には比較的高い砂丘が存在していることや，海岸線からもある程

度距離が離れていることから高潮堆積物の可能性も低いと考えられる。したがって，調査地点

で観察されたイベント堆積物は，現時点では津波による可能性が最も高いと考える。 
 

4．おわりに 
今後，イベント堆積物のより広範囲への分布を明らかにするための調査や他の地域で見出さ

れているイベント堆積物との比較等を進め，歴史地震津波との対応や当地域における津波履歴

やその影響範囲等について明らかにしていきたい。また，このイベント堆積物から得られる情

報を用いて，周辺住民の地震・津波に対する防災・減災意識の向上につなげていきたい。 

 

引用文献：平川ほか，2013，第 30回歴史地震研究会講演要旨集，41p．；石川，2002，日本海東
縁の活断層とテクトニクス，155-165．；鎌滝ほか，2015，第四紀研究，54，129-138．；箕浦ほ
か，1987，地震 2，40，183-196．；大竹，2002，日本海東縁の活断層とテクトニクス，175-185．；
高田ほか，2002，地質ニュース，579，12-18． 
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2014年中国雲南省昭通地震（Ms6.5）における建物被害が 

龍頭山鎮に集中した原因分析 

 
東北大学災害科学国際研究所    王 欣 

愛知工業大学           倉橋 奨 

愛知工業大学           呉 浩 

東京大学地震研究所        司 宏俊  

埼玉大学             党 紀 

愛知工業大学地域防災研究センター 入倉 孝次郎 

1． はじめに 

2014年 8月 3日 16時 30分（北京時間）に中国雲南省昭通市魯甸郡（Ludian County, Zhaotong 

City, Yunnan Provence）における Ms6.5級(Mw 6.2)の地震が発生した。地震規模が中型である

が、人的と建物被害が甚大でした。2014年 8月 8日 15時現在、この地震では死者 617人、112

人行方不明、3143人負傷になった。死者数の約 87%は震源と 8.7km離れた龍頭山鎮に（最大加

速度 949gal）集中した。震源メカニズムが複雑で、発震断層は既知な断層ではなく北東―南西

方向と南南東―北北西方向の二つの相互的に交差断層 1)であることが余震分布から分かった。

しかし、主断層が判断できない。本研究では、龍頭山鎮に被害が集中した原因を究明するため、

建築耐震性能、震源のメカニズムおよび地盤の増幅特性の要因を総合的に考慮する。今後、類

似な中型地震の被害を予測する時に、今回の地震の経験は有意な参考になれると考える。 

2． 龍頭山鎮の建物被害状況 

 本研究は、震源付近および震源の北東方向と南西方向に５つの強震動観測点の周辺の建物被

害調査を実施した。被災地では、レンガ造建物がよく使用しているが、龍頭山鎮以外に建物の

倒壊はほとんど見えなかった。龍頭山鎮では建物の倒壊率はかなり大きいである。龍頭山鎮は

扇状地の上に建てられた。現地調査によって、建物被害は山間部と川部の被害状況ははっきり

違うことが分かった。図 1に示す龍頭山鎮の地震前後の衛星写真でも建物の被害状況が異なる

ことが見える。写真 1に山間部にある１層が崩れた建物を示す。 

  

図 1 龍頭山鎮の地震前後の衛星写真の比較    写真 1 全壊の多層レンガ造建物 

3． 龍頭山鎮に大加速の生成メカニズム 

2014年 8月 11日 8時（北京時間）現在、1335回の余震が記録された。このうち、M4.0～

4.9の余震は 4回、M3.0～3.9の余震が 8回である。図 2に示す余震分布により発震断層は共

役断層であることが明確したが、どの断層は主断層であることが判断しにくい。共役断層のそ

*Why building damages were concentrated to the Longtoushan Town during the 2014 
Ms 6.5 Ludian Earthquake 

By Xin Wang, Susumu Kurahashi, Hao Wu, Hongjun Si, Ji Dang, Kojiro Irikura 
 



れぞれの断層面のメカニズム解析を行った研究がある 2)が、二つの断層面の連動のような震源

モデルがない。本研究では、龍頭山の加速度波形と粒子軌跡により判断し、この共役断層の連

動型震源モデルを作成して(図 3)、龍頭山における大加速度の生成メカニズムを検討する。デ

ィレクティビティ効果は龍頭山に甚大な被害を受けた原因の一つと考える。 

        
 図 2 余震分布図（中国地震局地球物理研究より） 図 3共役断層の連動型震源モデル 

4． 龍頭山鎮の地盤増幅特性 

龍頭山の山側と川側の建物被害が明らかに違う。山側の

建物の倒壊率は 90％と推定されているが、川側の建物の倒

壊は少ない。龍頭山の強震動観測点は山間部に設置された。

本研究では山側から川側から 3地点（図 1に a01,a02と a03）

の地盤常時微動を観測した。地盤の表層地盤を推定し、表層

地盤の増幅特性の違いを考えて、観測点の地震動を予測し

た。観測点 a01,a02と a03の予測最大加速度（PGA）はそれ

ぞれ 779gal,1101gal と 660gal である。2008 年四川地震
の被害関数 3)を用いて、龍頭山と馬樹強震観測点（●）お

よび常時微動観測点（■）の PGAにより予測した倒壊率（CR）

を図 4に示す。川側の地点 a03の倒壊率は他の地点より小さく、現地調査の成果と一致する。 

5． まとめ 

昭通地震における建物被害が龍頭山鎮に集中した要因は主に以下の三つと考えられる。 

(1) 建物被害の直接原因はレンガ造の建物の耐震性能低下と大加速度である。 

(2) 大加速度の生成は、共役断層の共同作用と断層のディレクティビティ効果と考えられる。 

(3) 龍頭山鎮の建物倒壊率が山間部で大きく、川側が小さいことは地盤増幅特性の差異と関係
する。 
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図 4 2008年四川地震の被害関
数から予測した建物の倒壊率 
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* Building damage ratio and strong-motion amplitude relationships in Sendai for the 2011 Tohoku 
aarthquake, Japan, by Susumu Ohno, Akihiro Shibayama, and Kyota Hamaoka 
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*Basic Study on Earthquake Damage Accompanying Waving Phenomena Based on Horizontal-Vertical 
Coupling Wave Propagation Analysis with Cut-off Frequencies   

遮断振動数を有する水平上下連成波動伝播解析に基づく 
波打ち現象を伴う地震被害に関する基礎検討 

 

東北大学工学部 ○大賀 友貴 
東北大学災害科学国際研究所  源栄 正人 

1． はじめに 

 東日本大震災における特徴的な建物被害として急傾斜に建つ細長い平面（短辺１スパン、長

辺１６スパン）をもつ RC5 階建ての建物で廊下が上下に波打つ現象に起因する建物被害とし、
段差基礎部で梁の損傷や非構造壁の損傷が報告されている 1)。また、つり天井の落下被害でも
上下の波打ち現象が報告されている。これらの波打ち現象の説明は、バネ支持されたせん断材

や曲げせん断材における振動エネルギーの水平移動に起因していることが示唆されており 2)、
遮断振動数を境に軸方向に伝播する振動数領域と伝播しない振動数領域に分かれることに着目

した上下方向の波動伝播問題の研究がなされている 3)。 
本報告では、前述の被害を受けた急傾斜の杭基礎建物を想定し、バネ支持されたせん断材の水

平・上下連成波動問題に拡張し、上下の波打ち現象に着目した動的挙動に関する基礎的検討を

行う。 

2． 基礎理論 

 図 1に示すばね支持せん断棒モデルを考え、以下の水平・上下連成波動方程式(1)式につい
て特性波動解(2)式の固有値問題を解く。 

          ቂ𝑚 𝑚ቃ
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 (  𝑖:回転半径  ) 

 

 

                                    

  u = uത𝑒ఒ௬ିఠ௧ = uത𝑒ఠ(௧ି

೨)  ,   𝜆 = ିఠ

௰
                   (2) 

固有値は以下のように求まり、固有値と振動方向に対する y方向の特性速度Γの関係により、
伝播特性の境界条件として(4)式が成り立つ。 
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 伝播特性   ቊ
    伝播： 𝛤（実数解）,  𝜆ଶ < 0
非伝播： 𝛤（虚数解）,  𝜆ଶ > 0  

           (4) 

また、遮断振動数𝜔による伝播特性の境界条件は以下のように表すことができる。 
      𝜔 < 𝜔     →       伝播 ,  𝜔 < 𝜔     →非伝播                      (5) 

以上より、杭及び構造体の剛性に固有な遮断振動数が、建物における波動応答の境界条件にな

ることが示唆される。 
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図 1 ばね支持せん断棒モデル 
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3． 解析方法 

 図 2 に解析モデルを示す。モデルは、梁間方向 1 スパン(8m)、桁行方向に 32 スパン(1 ス
パン 3m)の細長い平面を有する杭基礎建物を仮定する。スパンごとの剛性は FEMによる要素剛
性として扱う。また、剛性の領域分けをし、異なる遮断振動数𝑓域を設定する。Type1は全要素
において同一剛性とし、Type2は中央を境に剛性を変える。 
 

 

 

 

 

4． 結果  
3.で示したモデルを用いて、Newmark-𝛽法により FEM離散化時刻歴応答解析を行う。地動

入力の他に 1節点での単点加振を行う。入力波は中心振動数 4Hzの Ricker波を用いる。 

 
図 3 節点 1での単点加振時の応答変位𝑈௭の走時曲線（鉛直成分のみの加振、成層仮定） 

図 3(a)(b)より、非伝播ゾーンの領域（B領域）には伝播せずに、境界面で反射していることが
確認できる。また、図 4より、地動入力においても、異なる遮断振動数域を有する場合(b)に波
動応答が生じることが確認できる。さらに、図 4（右）においては、水平振動に連成した上下
振動が確認できる。 
 
 
 

 

 

 

図 4 地動入力時の各節点の応答変位 Uのスナップショット 
（左）鉛直成分のみの入力, 成層仮定 (𝑡 = 3.84s) （右）水平成分のみの入力, 斜層仮定 (𝑡 = 6.43s) 

５．まとめ 
 本稿では建物固有の遮断振動数が波動伝播の境界条件になること、また、その値が異なる領

域を有する場合に地動入力において波動応答を誘発すること、が確認できた。今後は、波動応

答による実被害を受けた可能性がある建築物について、伝播特性と波動応答を定量的に検討す

る予定である。 
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Type1（ 1領域 ）－全要素(32要素)同一剛性の場合－ 

 
Type2（ 2領域 ）－16要素ごと剛性が異なる場合－ 
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図 2 解析モデル 
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* Estimation of S-wave velocity structures in Kuji City by microtremor observations by H.Yamamoto, 
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*Longterm Monitoring of Vibration Characteristics for a Existing Building 

図 1 被害状況 (左)内壁の被害 (右)天井の被害 

表 1 対象建物概要 

建物名称 石巻市役所牡鹿総合支所

所在地 宮城県石巻市鮎川浜

竣工年 1975年(昭和50年)

構造種別 RC

基礎種別 直接基礎

構造規模 地上3階/地下階無し

最高高さ 17.4m

延床面積 2820㎡

主用途 事務所

平面　長軸長さ 42.0m(8スパン)

　　　短軸長さ 17.1m(2スパン)

実存建築の振動特性の長期モニタリング＊ 

 

東北大学工学部 ○畠山智貴 

東北大学災害科学国際研究所 源栄正人 大野晋 王欣 
 

1． はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、東北地方太平洋側をはじめとし広範囲に甚大な物的

被害をもたらした。災害科学国際研究所が 2007 年より常時に振動観測を行う宮城県石巻市役所牡鹿総合支所

でも、倒壊は免れたものの図 1 で示すような壁に亀裂が発生、天井が崩落するなどの被害が確認された。その

後、当該建物は 2 度の改修工事を行い現在に至って

いるが、本報では本建物を対象として観測された

3.11 の地震記録並びにその前後の地震記録、さらに

現在までの振動観測記録の解析から本建物の振動

特性の振幅依存性等を評価する。 

2． 対象建物および観測概要 

2.1 対象建物 

対象建物概要を表 1 に、対象建物位置を図 2 に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

2.2 連続振動観測概要 

対象建物にはリアルタイム SHM システムの一環として、各階に一台ずつ計 3

台の加速度計を配置している。配置位置は図 3 に示す通りである。加速度計

には微動から強震まで広域に観測が可能な MicroSMA を用いており、サンプリ

ングレートは 100Hz で、それぞれが水平 2 成分、鉛直 1 成分を測定している。

本報ではこのうち最上階水平 2 成分の記録を用いて、一次卓越振動数の変動

から振動特性を評価する。 

3． 常時微動応答特性 

図 4(下)は、対象建物 2014 年 1 月 1 日から 2015 年 10 月 31 日までの 1 年 10 カ月間の常時微動記録から算出

した一時間毎の一次卓越振動数の時間変動である。同図(上)にその間の日毎の平均気温の推移も示す。平均気

温については観測建物最寄りの気象台(宮城県石巻市気象台)の観測記録を参照した。本報では例として対象建

図 3 加速度計配置位置 

3F 

2F 

1F 

図 2 対象建物位置 

対象建物  

鮎浜港  

仙台市  
石巻湾  

N 

10km 

100m 

石巻市  



Francisco Arrecis, Yoshiyuki Takahashi, Masato Motosaka : Development of an Integrated Early Warning 

and Structural Health Monitoring System for Real Time Earthquake Information Part 4:The Structural 

Health Monitoring System、 東北地域災害科学研究、第 44 巻、pp.29-34、2008.3. など 

 

物長軸方向の解析結果を示

す。尚、この間計測器類・オ

ンラインシステムのメンテ

ナンス等により一時的に測

定が不可能となる期間があ

ったが、その区間については

図 4(下)中に空白として示す。 

4． 地震動応答特性 

対象建物観測期間中に得

られた地震記録のうち、第 3 節

を踏まえ東日本大震災を基準

とする時節に起きた地震につ

いて分析した。分析対象諸元

は表 2 の通りであり、LSM か

ら求めた対象建物長軸方向の

3.11 以前、3.11 直後と改修後の

最大加速度-一次卓越振動数関

係式 (振幅依存振動特性式 )を

図 5 に示す。 

5． まとめ 

本分析より得られた主な知

見を以下に示す 

(1)常時微動記録の解

析から、固有振動数に

明瞭な季節変動が発

生する。(解析の結果

から 2015 年 7 月最頻

値は 4.93Hz、同年 2月

最頻値は 4.63Hz であ

った) 

(2)地震記録の解析か

ら、東日本大震災により著しく剛性

が低下し、単回帰係数の変化から振動特性の振幅依存性にも大きな変化が生じたことが判明した。本研究の地

震観測システムにより、東日本大震災以前、震災時、震災後現在の振動特性の振幅依存性を確認することがで

き、同時に回帰式 3(Freq. = -0.163ln(acc.) + 4.6161 , R² = 0.8693)から本建物現在の振動特性の振幅依存性が直接的に

評価できる可能性が示せたが、これについては今後更に検討したい。 

6． 参考文献 

 

1. Freq. = -0.303ln(acc.) + 5.0852 , R² = 0.7955

2. Freq. = -0.180ln(acc.) + 3.7136 , R² = 0.3509

3. Freq. = -0.163ln(acc.) + 4.6161 , R² = 0.8693
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表 2 分析対象諸元一覧 

図 5 対象建物長軸方向における振幅依存振動特性 

*宮城県石巻市鮎川浜  

図 4 (上)平均気温推移 (下)一次卓越振動数推移 

 対象建物長軸方向における振幅依存振動特性 

最上階最大加速度(gal) 最上階一次卓越振動数(Hz)

日付 時刻 震央地名 M 観測地点⋆最大震度 LD LD

1 2009.12.19 4:30 宮城県沖 4.6 2 30.5 3.98
2 2010.03.13 21:46 福島県沖 5.5 3 42.5 4.17
3 2010.03.14 17:08 福島県沖 6.7 3 68.3 3.78
4 2011.03.09 11:45 三陸沖 7.3 3 65.9 3.42
5 2011.03.10 3:16 三陸沖 6.4 2 23.4 4.27
6 2011.03.10 6:23 三陸沖 6.8 2 13.9 4.25
7 781.9312(第一波群) 2.81
8 818.0647(第二波群) 2.78
9 2011.03.11 14:54 福島県沖 6.1 3 48.4 3.05
10 2011.03.11 14:58 福島県沖 6.6 3 38.6 3.30
11 2011.03.11 15:06 岩手県沖 6.5 4 150.5 2.73
12 2011.03.11 15:08 岩手県沖 7.4 2 18.0 3.22
13 2011.03.11 15:13 福島県沖 5.8 2 21.1 3.20
14 2011.03.11 15:15 茨城県沖 7.6 2 15.3 3.30
15 2011.03.11 15:22 宮城県沖 4.6 2 31.2 3.32
16 2011.03.11 15:25 三陸沖 7.5 3 33.8 3.27
17 2014.12.20 18:49 宮城県沖 4.4 2 30.0 4.00
18 2014.12.27 6:04 宮城県沖 4.3 2 20.3 4.20
19 2015.02.11 4:23 宮城県沖 4.2 2 37.2 4.10
20 2015.02.17 8:06 三陸沖 6.9 2 13.6 4.05
21 2015.02.26 10:11 宮城県沖 5 2 14.6 4.20

No.
発生日時 地震情報

2011.03.11 14:46 三陸沖 9 6弱
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The effectiveness of utilizing educational tools and easy to understand science: The ratio of the establishment 
of disaster reduction awareness�� � � � �
Tohoku Univ. IRIDeS Mari Yasuda, Tohoku Univ. FRIS, Rui Nouchi,  
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* Influence of the density of tsunami flooding water on tsunami deposit and run-up height 
     by Hideo MATSUTOMI, Fumiko KONNO and Satoru SAIKAWA 



RC造建築物に作用する津波鉛直荷重の低鉛直壁隙間間隔への依存性＊ 

 

秋田大学 松冨英夫 登丸夏希 

 

１．はじめに  地震や津波時には想定外のことが生じ得る。津波避難ビルのような人命に関

わる RC 造建築物では最悪の場合を想定しておく必要がある。本研究は既報の「津波鉛直荷重

低減」に関する研究の継続で，低鉛直壁による津波鉛直荷重の低減特性を実験により検討する。 
２．実験  鉛直荷重の大きな低減が期待できる「コの字型」と「全周型」（図-1）について

追加実験を行った。建築物模型と実験条件を図-2 と表-1 に示す。    表-1 実験条件 

全周型コの字型

建
築
物

建
築
物

流れ

14.0

7.0 5.4

Front view Side view

Unit: cm

貯水深 hU (cm) 20, 25, 30
静水深 h0 (cm) 6.7
斜面勾配 S 1/23
地盤高 hG (cm) 2
床 高 hB (cm) 0.5
開口率 Op (%) 0
鉛直壁幅 BW (cm) 7.2, 7.6, 8.0
鉛直壁高 hW (cm) 0.5, 0.7, 1
隙 間 Bgap (cm) 0.1, 0.3, 0.5  

図-1 低鉛直壁の平面配置  図-2 模型と鉛直壁設置例(全周型) 

３．結果と考察  図-3 に「コの字型」

における鉛直荷重 Fz の経時変化例を

示す。ゲート急開流れにおける貯水深

hU=20 cm の場合のものである。図中に

は比較のため低鉛直壁なしの場合のも

のも示している。図から，①低鉛直壁

と建築物間の隙間 Bgapが小さくなるに

つれて，鉛直荷重が小さくなる，②鉛

直壁高 hWが低くなるにつれて，鉛直荷

重の低減率が高くなる傾向にあること

が判る。さらに下向きの揚力が大きい

ことも判る．これらの傾向は他の貯水

深や全周型の場合においても基本的に

言えることであった。前二つの傾向は

隙間をなくし，建築物の底面に津波が

入らないようにすれば，浮力や揚圧力

が作用しないことと合致している。ま

た，隙間があれば，津波が浸入し，鉛

直荷重が作用することも示している。   図-3 隙間と鉛直壁高別の鉛直力の経時変化例 
                                           
* Dependency of the vertical tsunami force acting on RC building on the gap interval between a low 

vertical protective wall and the building      by Hideo MATSUTOMI and Natsuki TOMARU 
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* Characteristics of shoreline in Misawa coast in 2015 by Hiroto Tsushima and Mikio Sasaki 

三沢海岸 2015年地形変動特性 
 

八戸工業大学工学部土木建築工学科  対馬央人、佐々木 幹夫 
 

1. はじめに 
 三沢海岸では、三沢漁港防波堤の建設以来、その北側海岸において侵食が急激に進んでいた。

三沢海岸の侵食を防ぎ砂浜を残すための対策としてヘッドランド工法が用いられている。ヘッ

ドランド工周辺の海岸地形を定期的に調査することで、地形変動の傾向を把握でき、海岸の地

形変動の特性を明らかにすることができる。また同時に、ヘッドランド工法の効果を確認する

ことが可能となる。本研究では、2015 年 4 月から 12 月までの汀線位置を調べることにより地

形の変動特性を明らかにしてみる。 
2. 現地観測 
 観測は、ＧＰＳ、小型パソコンを一枚の板に固定して、Ｂ１～Ｂ１３ＨＬ区間（１４ｋｍ）

を汀線に沿って歩き汀線位置を月に 1度の割合で測定した。気象条件により観測実施日は左右

されたがおおむね月 1回の観測は実施できた。 

3. 地形変動特性 図 1は 2000年

4月 29日と 2015年 4月 21日にお

ける汀線位置を示す。図において

点線は 2000 年 4 月 29 日の汀線位

置を示し、細線は 2014年 12月 25

日の汀線で、太線は 2015年 4月 21

日の汀線を示している。図より、

B6HL から B7HL 海岸において太

線が 2014年 12月 25日汀線より前

進しているが、2000 年 4 月 29 日

汀線と比べると南側で後退、北側

では前進している。しかし汀線形

状は円弧状を示し、この海岸でも

海岸の安定化が進んでいると考え

られる。一方、B7HLから B8HL海

岸では、2000 年 4 月、2014 年 12

月の汀線位置より前進しているこ

とがわかる。汀線形状は円弧状を

示し、この海岸でも海岸の安定化

が進んでいると考えられる。 
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図1 地形変動特性 2000年4月29日、2014年12月

25日、2015年4月21日における汀線位置



図 2は 2000年 4月 29日から 2015年 4

月 29日の B6HLから B8HLの汀線位置

を示す。点線は 2000 年 4 月 29 日を示

し、細線は 2015 年 4 月 21 日汀線で、

太線は 2015年 11月 18日の汀線を示し

ている。図より、B6HLから B7HL海岸

において、太線が 2015年 4月、2000年

4 月汀線より全体的に後退しているこ

とがわかる。一方、B7HLから B8HL海

岸では、2000年 4月汀線と比べると南

側で後退、北側では前進し、2015 年 4

月汀線と比べると後退していることが

わかる。しかし、この後退は後述のよう

に、海岸の侵食を意味するものではな

く、年変動の範囲内の後退である。 

 

 図 3 は 2015 年における 4 月 21 日か

ら 11 月 18 日までの B6HL から B8HL

までの汀線位置を示している。一番前

進しているのは、5月 29日の汀線であ

り、後退しているのは、11月 18日の汀

線である。他の月はこれら二つの汀線

間に位置している。汀線形状はヘッド

ランドの近くが前進、ヘッドランド間

中央部で相対的に後退している形状と

なっており、その形は円弧に近くなっ

ておりこの形状は海岸がヘッドランド

により安定してきていることを示して

いると言える。 

4. おわりに 
 本研究では、2015年 4月から 1月に

月の 1 度の割合で汀線位置を測定する

計画で現地観測を実施した。その結果、

ヘッドランドの建設により、三沢海岸

は安定してきていることを示すことが

できた。 
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図 3 地形変動特性 2015年 4月 21日から 11月 18日

における汀線位置 
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日、2015年4月21日における汀線位置



* A study on crowd evacuation behavior using a model integrating Potential model and Social Force model 
by Fumiyasu Makinoshima, Fumihiko Imamura and Yoshi Abe. 
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ࣥࣛࣂࡢࡉࡁࡢ್ࣝࣕࢩࣥࢸ࣏ྛࡿࡏࢃྜࡋ㸪㊊㝿ࡢࡑ㸪ࡀࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇ࠺⾜ࢆࡏࢃྜࡡ㔜ࡢࣝࣕ

㸪࡚ࡅྥ⏝㐺ࡢࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㸪ὠἼ㑊㞴ࡣ࡛✏ᮏ࡛ࡇࡑ㸬ࡿ࠶ࡀḞⅬ࠺࠸࠸࡞ࡁᢸಖ࡛ࡀጇᙜᛶࡢࢫ

ࡗ⾜ࢆド᳨࡞㸪ᇶ♏ⓗࡋ㛤Ⓨࢆࣝࢹࣔࢻࢵࣜࣈࣁࡢࣝࢹࣔື⾜ᅇ㑊ࡢࢫ࣮࣋Social Forceἲࣝࣕࢩࣥࢸ࣏

  㸬ࡿࡍ⤂ࢆᯝ⤖ࡓ
�

2㸬 㛤Ⓨࣔࡢࣝࢹᴫせ�

� 㛤Ⓨࣔࡣࣝࢹ㸪ὠἼ㑊㞴ࢆᐃࡋ㸪ಶࡢࠎ㑊㞴⪅ࢻࢫ࣮࣋ࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ࡿ࠼ᢅࡾྲྀࢆᡭἲࢆ᥇⏝ࡓࡋ㸬ྛ

࡞㸪୍⯡ⓗࡣື⛣ࡢࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ Social Force ⾲࡛ࡇࡿࡍ⟭ィࢆ㛫Ⓨᒎࡢ㐠ື᪉⛬ᘧ㸦ᘧ(1)㸧ࡢࣝࢹࣔ

 㸬ࡿࡍ⌧
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ຊ㸦ྑ㎶᩺࡞ᚰ⌮ⓗࡿࡅཷࡽ≀㞀ᐖࡢ࡞ቨࡸ⪅ຊ㸦ྑ㎶➨1㡯㸧㸪ࡿࡍ࠺࠾ྥ㸪┠ⓗᆅࡣᘧࡢࡇ

➨2,3㡯㸧ࡿࡅཷࢆ㉁Ⅼࡢ㐠ື᪉⛬ᘧ࡛ࡿ࠶㸬ヲࡣࡃࡋHelbing and Molnár3)ࢆཧ↷࠸ࡓࢀࡉ㸬㛤Ⓨ࡛ࣔࣝࢹ

㸪σࡋฟ⟭ࡽሙࣝࣕࢩࣥࢸ࣏ࢆ㸧ࣝࢺࢡ࣋㸦༢⛣ື᪉ྥ݁ࡢ㸪ᘧ(1)୰ࡣ ݂ሺஷሻ 㸦⪅᩺ࡢࡽຊ㸧ࢆ

Karamouzas et al.4)ࡀᐇ㝿ࡢே㛫ࡢṌ⾜ࡽࢱ࣮ࢹᥦ᩺ࡓࡋຊ࡛ࡿ࠼㸬㛤Ⓨࣔࡣ࡛ࣝࢹ㸪⮬↛࡞ᅇ㑊㸪㏣

ᚄ༙ࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚㸪ࡣ࡚࠸࠾㸪పᐦᗘୗ࠺ࡼࡿ࡞⬟ྍࡀື⾜ࡋ㉺࠸ 7m, 120rࡢᡪᙧど㔝ࢆᣢࡏࡓ㸪

ど㔝ෆࢆࡳࡢࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ࡢᑐ㇟᩺ຊィ⟬ࡢ࠺⾜ࢆຍ࠼㸪ࣝࣕࢩࣥࢸ࣏ሙࡽ⟬ฟࡿࢀࡉ㐍⾜᪉ྥ

Ɋ ൌ Ͳǡ ɐ ൌ ͳιࡢṇつศᕸᚑ࠺☜ࢆࡉ࡛ࡇࡿ࠼Karamouzas et al. 4)ࢆࣝࢹࣔࡢᨵⰋࡓࡋ㸬ᮏ࡛ࣔࣝࢹ

➨ࡢ㸪ᘧ(1)ࡣ 3 㡯ࡢ㞀ᐖ≀᩺ࡢࡽຊࡣィ⟬࠸࡞ࡋ㸬ࡣࢀࡇ㸪ᑗ᮶㸪」㞧࡞⾤㊰ࢆࣝࢹࣔ㐺⏝ࡓࡋ㝿㸪

᪤ ◊✲5)࡛ሗ࿌ࡿ࠸࡚ࢀࡉSocial Forceࣔࣝࢹ୰ࡢຊࡢᆒ⾮Ⅼࡿ࡞ࡃ࡞ࡋື⛣ࡀࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚࡚࠸࠾ၥ㢟

Ⅼࢆண㜵ࡿ࠶࡛ࡵࡓࡿࡍ㸬ᮏࣔࡣ࡛ࣝࢹ㸪᩺ຊィ⟬ࡢ௦ࡾࢃ㸪ࡀࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚⛣ືィ⟬ࡢ⤖ᯝ㸪ḟࢸࢫࡂ

 㸬ࡓࡅタࢆ࣮ࣝࣝ࡞༢⣧࠺࠸࠸࡞ࡋື⛣㸪ሙྜࡿ࡞ࢻࢵࣜࢢ≀㞀ᐖࡀ⨨୰ᚰࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ࡢ࡛ࣉࢵ

 

3㸬 ᇶ♏ⓗ᳨ド⤖ᯝ�

ᮏ✏࡛ࡣ㸪ᇶ♏ⓗ᳨࡞ド࡚ࡋ㸪⾲-1್ᩘࡢࢫ࣮ࢣ3ࡍ♧ᐇ㦂⤖ᯝࡍ♧ࢆ㸬ィ⟬㛫้ࡳᖜ0.01ࡣ sec㸪

ேయ༙ࡢᚄ0.3ࡣ mࡓࡋ㸬᩺ ຊィ⟬ࡘࡃ࠸ࡣᅛ᭷ࡀࢱ࣮࣓ࣛࣃࡢᏑᅾࡀࡿࡍ㸪ᅇࡣKaramouzas et al. 

4)࡛ᥦ࡚࠸⏝ࢆࢱ࣮࣓ࣛࣃࡓࢀࡉィ⟬ࡓࡋ㸬ྛ᳨ドࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ࡽࢺࢵࣙࢩࣉࢵࢼࢫࡢࢺࢫࢸ㘒㒊ࢆ

ษࡾฟࢆࡢࡶࡓࡋᅗ-1,2,3ࡍ♧㸬200ᑐ200ࡀࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ࡢᑐ㠃ᕪࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡿࡍ㸪ᅗ-1ࡼࡓࡋ♧

㘒㒊࡛㐍ࡢࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚Ⰽ⅊࠺ྥഃୖࡽ㸪ୗഃࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚㉥Ⰽ࠺ྥୗഃࡽ㸪ᅗୖഃ࠺



⾜᪉ྥṌ⾜⪅ิࡀᙧᡂࡓࢀࡉ㸬ࡣࢀࡇLane formation
ࡢᵝྠࡶἣ࡛≦ࡿࡍ㘒ࡀ⪅⾜Ṍࡢ㸪⌧ᐇࡿࢀࡤ

ࡢࢫ࣮࣋Social Forceࡢࡃከࡢ 㸪᪤ࡿࢀࡽぢࡀ㇟⌧

㇟⌧ࡿ࠸࡚ࢀࡉ⌧㸪ࡶ࡛ࣝࢹࣔ 㸬200య200ࡿ࠶࡛(5
㸪ᅗ-2ࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡿࡍᕪ┤ᆶࡀࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ࡢ
㸪ࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚㉥Ⰽࡴ㐍㸪ᅗᕥ᪉ྥ࠺ࡼࡓࡋ♧

ୖ᪉ྥ㐍ࡴ⅊Ⰽࡢࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚㘒㒊࡛ࡣ㸪Stripe 
formationࡿࢀࡤ⦤ᶍᵝࡀ⌧ࢀࡉ㸪ࡶࢀࡇ᪤ ◊

✲࡛Ⓨ⌧ࡀ☜ㄆࡿ࠸࡚ࢀࡉṌ⾜⪅ࡢᣲືࢆ⌧ࡇࡿࡍ

㸪200ࡣ࡛ࢺࢫࢸࢡࢵࢿࣝࢺ࣎㸬ࡓࡁ࡛ࡀ య࣮࢚ࡢ

࠺ࡼ࠺ྥᚋᕥഃࡢࡑ㸪ࡋ㞟୰㒊✽⊂ࡀࢺ࢙ࣥࢪ

ࢫࡢ㸪⊃✽㒊࡛ࡣ㸬ᅗ-3ࡓࡋタᐃࢆሙࣝࣕࢩࣥࢸ࣏࡞

ࢡࢵࢿࣝࢺ࣎ࡀ⪅⾜㸬Ṍࡿ࠸࡚ࡋ♧ࢆࢺࢵࣙࢩࣉࢵࢼ

㒊㞟୰࡛ࡇࡿࡍΰ㞧ࡀⓎ⏕ࡋ㸪ᒇෆ࠸⊂ࡢฟཱྀ➼

࡚ࢀࡽ▱ࡀࡇࡿࡍ⏕Ⓨ࡚ࡋ࡞ࡿࡍ฿ẅࡀ⪅㑊㞴

Arching Actionࡿ࠸ ࡋ⟭ィࢆ㸪᩺ຊࡾ࠾࡚ࢀࡉ⌧ࡶ

ࢆᯝ⤖ࡢᵝྠሙྜࡿࡍ⟭ィࢆ㸪᩺ຊࡶᮏᡭἲ࡛࠸࡞

ᚓࢆࡇࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿ☜ㄆ࡛ࡓࡁ㸬ᕷ⾤ᆅ࡞࠺ࡼࡢ

」㞧࡞ᆅᙧ࡛ࡶᮏᡭἲࡀ㐺⏝࡛ࡀࡇࡿࡁᮇᚅ࡛ࡿࡁ㸬 
�

4㸬 ࡾࢃ࠾�

ࣝࢹࣔࣝࣕࢩࣥࢸ࣏ Social Force ࣁࡢࢫ࣮࣋ࣝࢹࣔ

㸬ࡓࡗ⾜ࢆᇶ♏ⓗ᳨ドࡢࡑ㸪ࡋ㛤Ⓨࢆࣝࢹࣔࢻࢵࣜࣈ

㛤Ⓨࣔࡣࣝࢹ㸪ᐇ㝿ࡢṌ⾜⪅ᣲື㸪᪤ ࣑ࣞࣗࢩࡢ

ᐃᛶⓗࢆṌ⾜⪅ᣲືࡿ࠸࡚ࢀࡉㄆ☜࡛ࣝࢹࣔࣥࣙࢩ࣮

ࢩὠἼ㑊㞴ࡣ㸬ᚋࡓㄆฟ᮶☜ࢆࡇࡿࡍ⌧ࡃⰋ

࣮ࢣࢫ࡞ࠎ㸪ᵝࡳ㎸ࡳ⤌ࢆࣝࢹᮏࣔࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗ

�㸬ࡿ࠶ணᐃ࡛ࡃ࠸࡚ࡋ⏝ᛂ㑊㞴⾜ືゎᯒࡢ࡛ࣝ

�

ཧ⪃ᩥ⊩�

(1) ᶓᒣ⚽ྐ㸪┠㯮බᮁ㸪∦ᒣᜏ㞝㸸㑊㞴⾜ືゎᯒࣥࢸ ࣏ࡢ

 ,ᛂ⏝㸪ᅵᮌᏛㄽᩥ㞟,  No.513, pp.225-232ࡢࣝࢹࣔࣝࣕࢩ

1995. 

(2) ∾㔝ᔱᩥὈ㸪ᮧᩥᙪ㸪Ᏻಸ⚈㸸Ṍ㌴ΰᅾࢆ⪃៖ࡓࡋ ὠἼ

㑊㞴ࡢࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㛤Ⓨ-2011ᖺᮾ᪥ᮏ㟈 ⅏࡛ࡢẼ
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(4) ᰗἑ㇏㸪ᒣ⏣㎮⨾㸪ᖹ⏣ᆂ㸪బ⸨ဴྖ㸸ど⥺ᇶ ࢧࡃ࡙ 

ࢹࣔ⪅⾜Ṍࡓࢀධࡾྲྀࢆ⛬Ỵᐃ㐣࣮ࣝࢦࣈ ,ࣝ ሗฎ⌮Ꮫ

ㄽᩥㄅ, Vol. 47, No.7, pp. 2160-2167, 2006. 
(5) Helbing, D., Buzna, L., Johansson, A. & Werner, T.: Self-organized 

pedestrian crowd dynamics: experiments, simulations and design 

solutions, Transportation science, 39, pp.1-24, 2005. 

⾲�1 ᩘ್ᐇ㦂ᴫせ 

 

ᅗ�1� ᑐ㠃ᕪࡍ࠺ࡼࡢ  
 

ᅗ�2� ᆶ┤ᕪࡍ࠺ࡼࡢࢺࢫࢸ 
 

ᅗ�3�  ࡍ࠺ࡼࡢࢺࢫࢸࢡࢵࢿࣝࢺ࣎

ᩘࢺ࢙ࣥࢪ࣮࢚ ᩘ್ᐇ㦂᳨ド㡯┠

ࢺࢫࢸࢡࢵࢿࣝࢺ࣎

200 vs 200

200 vs 200

200

ᑐ㠃ᕪ

ᆶ┤ᕪ



*Case study of compound disaster response to earthquake tsunami and heavy rain - Participant observation 
in Ishinomaki EOC on 2015 Chile earthquake tsunami and heavy rain - by Shosuke Sato and Fumihiko 
Imamra 

ᆅ㟈ὠἼ㞵࠺࡞ࡶ」ྜ⅏ᐖᑐᛂࡢศᯒ㸨 

ʊ2015 ᖺ 9 ᭶ࡢࣜࢳᆅ㟈࠺࡞ࡶὠἼ 
㞵ᑐࡿࡍ▼ᕳᕷᙺᡤࡢཧほᐹ̿�

�
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� ᮾᏛ⅏ᐖ⛉Ꮫᅜ㝿◊✲ᡤ� ᮧᩥᙪ 

�

1㸬 ࡵࡌࡣ�

� 」ྜ⅏ᐖࡢᐃ⩏ࡣ㸪ࡢึ᭱ࠕ⅏ᐖࡿࡼ⿕ᐖẚ࡚㸪⥆࡚࠸㉳ࡿࡇ⅏ᐖࡿࡼ⿕ᐖࡀ

࠸ࡁ 2 ᭱ࠕ⅏ᐖࠖ2㸧㸪ࡿࡍᣑࡀᐖ⿕࡚ࡗࡼ㛫ᕪࡢ⅏ᐖࡢ✀␗ࡣࡃࡋࡶ✀ྠࠕ⅏ᐖࠖ1㸧㸪ࡢࡘ

ࢀࡑࡀᐖ⿕࡚ࡗࡼ⏕Ⓨࡢ⅏ᐖࡢ✀␗ࡣࡃࡋࡶ✀ྠ௨๓ࡿࡍ⤊ࡀᚋ㸪ᪧᴗࡢ⅏ᐖࡢึ

㸪ྠࡣࡢࡿࡍඹ㏻ࡽࢀࡇ㸬ࡿ࠶ࠎᵝ࡞⅏ᐖࠖ3㸧ࡿ࡞ࡃࡁࡶࡾࡼィྜࡢ༢⊂⅏ᐖࡢࢀࡒ

࡛࢚ࣜࡢ㛫ᕪ㸦ᩘ㛫㸪ᩘ᪥㸪ᩘ㐌㸪ᩘࣨ᭶㸪ᩘᖺ㸧࡛㸪୍ᐃ࠸㏆ࢀࡑࡰ㸪ࡣࡃࡋࡶ

⅏ᐖࡀ 2 ᅇⓎ⏕ࢆࡇࡿࡍពࡿ࠸࡚ࡋ㸬 

� � 」ྜ⅏ᐖࡢⓎ⏕ࡣỴ࠸࡞࡛⛥࡚ࡋ≧ἣୗࡿ࠶ࡘࡘࢀ࠾㸬1㸧ᡃ ࡗධᆅ㟈άືᮇࡣᅜࡀ

㸪3㸧ࡇࡿ࠸࡚ࡋ⃭ࡀ㢖ᗘࡢ㸧㸪2㸧㞵ࡇࡿ࠸࡚ࢀࢃゝࡓࡗධ㸦ᆅ㟈άືᮇࡇࡿ࠸࡚

ᕷ⏫ᮧྜేࡀ㐍ࡳ㸪1 ࡞㸪ࡇࡿ࠸࡚ࡋቑࡀேཱྀ࣭㠃✚㸦Exposure㸧ࡿࡍ㎄⟶ࡀయ⮬ࡢࡘ

 㸬ࡿ࠶ᬒ⫼ࡢࡑ㸪ࡀ

� ᮏ◊✲ࡣ㸪௨ୖࢆ㚷ࡳ㸪」ྜ⅏ᐖࡀⓎ⏕ࡓࡋ㝿ࡢ⮬యࡢᑐᛂ⤒㐣ࢆ᫂ࢆࡇࡿࡍࡽ┠

ⓗࡿࡍ㸬」ྜ⅏ᐖࡿࡅ࠾⅏ᐖᑐᛂ㛵ࡿࡍ▱ぢࡣ㸪ࢇ✚ࡿ࠶ࡀ≦⌧࠸࡞࠸࡚ࢀࡉ㸬

⮬యࡀ⅏ᐖⓎ⏕๓ㄆ㆑ࡿ࠸࡚ࡋ」ྜ⅏ᐖࡢᐇែ࡚࠸ࡘ㸪ᆅᇦ㜵⅏ィ⏬➼ࡢ‽ഛ≦⌧ࡢ

ࡓࢀࡉᐇࡀ㉁ၥ⣬ㄪᰝࡃ࡙ࡶ 4㸧࡛ࡳࡢ㸪⅏ᐖࡀⓎ⏕ࡓࡋᚋࡢᑐᛂࡢᐇែࡢヲ⣽ࡣ᫂ࡽ

㸪ࡣࡇࡪᏛᐇࢆἣ≦ࡿࢀࡉᐃ㸪๓࡚࠸ࡘ⅏ᐖᑐᛂྜ「ࡢ㸬⮬య࠸࡞࠸࡚ࡗ࡞

⅏ᐖᑐᛂィ⏬ࢆ❧࡛ୖࡿࡍᇶ♏ⓗࡘ㔜せ࡞ሗ࠺ࢁ࡞㸬 

�

2㸬 ㄪᰝᑐ㇟�

� 2015 ᖺ 9 ᭶ 17 ᪥ 7:54 ୰㒊Ἀ࡛ࣜࢳ㸪 M8.3 ⏕ⓎࡀὠἼ࡛࢚ࣜ㸬ᙜヱࡓࡋ⏕Ⓨࡀᆅ㟈ࡢ

᭱ࡶᅜࡀᚋ㸪ᡃࡓࡋ 0.8m 㸦9ࡓࡋ ほࢆὠἼࡢ ᭶ 18 ᪥ 9:38㸪ᒾᡭ┴ஂឿ 㸧㸬9 ᭶ 18 ᪥

3:00 㸪ࡓࡲ㸬ࡓࡗ࡞ࡓࢀࢃ⾜ࡀᑐᛂ㸪ᅜⓗࢀࡉ⾲ⓎࡀὠἼὀពሗࡽ㸪Ẽ㇟ᗇࡣ

ᐑᇛ┴ෆ࡛ࡣ 17 ᪥ 21:27 㞵ὀពሗ㸪18 ᪥ 5:31 㞵㆙ሗ㸪18 ᪥ 10:03 ᅵ◁⅏ᐖ㆙ᡄ

ሗࡶⓎ⾲ࢀࡉ㸪ᐇ㝿㞵ෙỈࡸᅵ◁ᔂࡶࢀⓎ⏕ࡓࡋ㸬ேⓗ⿕ᐖࡢࡢࡶࡓࡗ࡞ࡣ㸪┴ෆ࠶

 㸬ࡓࢀࡽ࠸ᙉࢆᑐᛂࡢ㞵㐲ᆅὠἼࡢࡽࣜࢳ㸪ࡣయ⮬ࡢࡘࡃ࠸ࡿ
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１． はじめに 

 水源貯水池であるダム湖は閉鎖的な空間であるため，水質汚濁や富栄養化が進行しやすく，

改善しにくいという問題がある。一方でダム湖は日本における水道水源のほぼ半分を担ってお

り，水質悪化は上水道利用に影響を与えることが予想される。そのため，水質悪化が起こり得

る原因を検討し，予測していく必要がある。 

本研究では富栄養化現象を引き起こす原因の一つである水温上昇に関わる温暖化現象に着

目し，日本国内の多数のダム湖を対象にして水質変化の予測，展望を行った。 

 

２． 研究方法の概要 

 本研究では，梅田・落合 1)が選定したダム湖を検討対象とした。対象としたダムの地理的分

布を図-1に示す。対象ダム選定の際に留意した点は次の通りである。まずダム湖の水質悪化の
影響を受けやすいのは，上水道への利用であると考えられるため，利用目的に上水道があるダ

ム湖に限定した。また，温暖化での気温上昇による影響の現れ方に，地域的な傾向があると予

想されるため，可能な限り広い分布からダムを選択した。 

 各ダム湖を対象とした水温解析には，鉛直一次元の水温解析モデルを用いた。予測計算の際

に,将来の気候条件を予測する全球気候モデル(GCM)の出力結果に関しては MIROC3.2, 
MRI-CGCM2.3.2,GFDL-CM2.1,HadGemそれぞれの気温と日射量の月別データを用いた。今回の
研究は将来に関する予測であるため，不確実性が多く，複数のパターンで検討する必要がある

と考えたため，これら四つの出力結果を用いた。濃度シナリオは RCP8.5である。解析対象期
間は 1981～2000年，2031～2050年，2081～2100年の三期間とした。 

水温の解析結果をアオコの発生という水質的な評価に結び付けるために，表層水温が 20℃を
超える年間日数及び表層水温勾配が 0.5℃/mを超える年間日数という指標を用いた。この年間
日数という指標を用いた理由は，アオコの代表的な原因種である藍藻類は高水温環境で多く発

生する傾向が高いことと，表層水温勾配が 0.5以上の時にアオコの発生などにより水質障害が

発生する可能性が指摘されていることからである２）。これと，流入河川のリン濃度の情報を組

み合わせ，経験式を作成し，湖内の表層クロロフィル a濃度を評価した。その際将来期間に対
する流入総リン濃度については，各ダム湖の流域環境変化が無く，流入河川の水質は実測値か

ら変化しないものと仮定した。つまり本研究では，気候変動による気象条件の変化による日数

の増加，すなわち湖内水温環境の変化から，藻類増殖への影響を評価する検討を行った。 



３． 結果 

 各年代における，富栄養湖に分類されるダム湖の数と，ダム湖内の年平均表層濃度クロロフ

ィル a濃度についてまとめたものを表-1に示す。ここで言う東日本とは北海道，東北，関東，
北陸，中部の五つの地域で，西日本とは近畿，中国，四国，九州，沖縄の五つの地域である。

また，今回富栄養湖と分類したのは，年平均表層クロロフィル a濃度が 8.0μg/l以上のダム湖で
ある。四つ全ての GCMの出力結果で，将来の年平均の表層クロロフィル a濃度が全国的に増
加する可能性が示された。また，富栄養化度判別を行った結果，富栄養湖に分類されるダム湖

が増加することがわかった。また富栄養湖に分類されるダム湖の増加数は，西日本に比べて東

日本の方が多い結果になった。 

 

４． おわりに 

 今回の研究では，濃度シナリオ RCP8.5の場合について行った。今後は，可能性がある将来
の変化を他の濃度シナリオを用いて，検討していく予定である。 
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表-1 各年代における富栄養ダム湖の数と
年平均表層クロロフィル a濃度 

図-1 対象ダムの全国分布 

図-1 対象ダムの地理的分布 

MIROC
Ｒ８．５
年代 1980-20002031-2050 2081-2100 1981-20002031-2050 2081-2100
全国 5 7 9 4 4.3 5.5 7.3
東日本 2 4 5 3 4.1 5.1 6.7
西日本 3 3 4 1 4.6 4.9 5.4

ＭＲＩＣＧＣＭ
Ｒ８．５
年代 1981-20002031-2050 2081-2100 1981-20002031-2050 2081-2100
全国 5 7 8 3 4.3 4.9 5.9
東日本 2 4 4 2 4.1 4.8 6.1
西日本 3 3 4 1 4.6 4.9 5.8

ＧＦＤＬＣＭ
Ｒ８．５
年代 1981-20002031-2050 2081-2100 1981-20002031-2050 2081-2100
全国 5 8 15 10 4.3 5.5 7.3
東日本 2 4 9 7 4.1 5.7 8.2
西日本 3 4 6 3 4.6 5.2 6.3

ＨａｄＧｅｍ
Ｒ８．５
年代 1981-20002031-2050 2081-2100 1981-20002031-2050 2081-2100
全国 5 7 13 8 4.3 5.2 6.9
東日本 2 4 8 6 4.1 5.4 7.7
西日本 3 3 5 2 4.6 5.0 6.1
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*1 Immediate prediction of spectral information using the assimilation technique by Daisuke Tatebayashi 
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* Development of a stochastic model for predicting wind-induced damage to wooden houses in snowy cold 
region : Roof frame joints as a case study� by Sachiko Yoshida, Daisuke Konno, Eri Gavanski, Yasushi 
Uematsu 
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*Evaluation of snow cover duration over Japan derived from satellite remote sensing and probability density 
function by Tsubasa Saito and Yoshihiro Asaoka 

人工衛星と確率密度関数を用いた日本全域の積雪期間の評価* 

 

日本大学工学部土木工学科 ○齋藤  翼 

日本大学工学部土木工学科  朝岡 良浩 

 

1. はじめに 

 積雪は農業用水や工業用水など水資源として多く利用されている。しかし利点だけではなく，

災害を引き起こす側面も持ち合わせており，落雪による事故も毎年多発している。また豪雪に

よる被害や，小雪による代掻き期の流量減少など問題点が多くある。本研究は，第 1に積雪期
間の極値の推定に適した確率密度関数について検討する。第 2に日本全域の積雪期間を確率密
度関数を用いて推定し，小雪年と多雪年における消雪日の極値マップの作成を目的とする。 

 

2. 研究手法 

2.1 確率密度関数 
 本研究では AMeDAS(Automated Meteorological Data Acquisition System)観測点の積雪深データ
を用いて積雪消雪日の確率密度関数を構築し，極値の再現性について検討した。確率密度関数

を作成した観測点は，30年以上の積雪深を観測している AMeDASとし，観測点数は 99である。
使用した確率密度関数は正規分布とグンベル分布である。再現性の評価には SLSC(Standard 

Least Squares Criterion)を用いた。 
 

2.2 積雪判別指標 
 衛星データによる日本全域の積雪期間の再現には SPOT4(Satellite Pour l’ Observation de la 
Terre)を用いた。期間は 1999年~2013年，空間解像度は約 1kmである。また，雲の影響を最小
限に抑えるために 10日を 1旬とするコンポジットデータを使用した。積雪判別には斉藤・山崎

(1999)にならい積雪判別指標 S3を用いた。S3は以下の式(1)で表され，0.05以上なら積雪，0.05
未満なら無積雪と判別できる。 

S3=
ௗଷ(ௗଶିௗସ)

(ௗଷାௗଶ)(ௗଷାௗସ)                             (1) 

 ここで，bandはそれぞれ SPOT4のセンサーが観測している値であり，band2は赤の反射率
(0.61~0.68μm)，band3は近赤外の反射率(0.78~0.89μm)，band4は中間赤外の反射率(1.58~1.75μm)

である。 
 

3. 結果および考察 
 AMeDAS観測点のデータから作成した正規分布およびグンベル分布の SLSCを図 1および表
1に示す。 



                                              

99観測地点の SLSCから求めた平均値
より，グンベル分布より正規分布の方が

積雪期間の極値の推定に適していること

が明らかになった。これより，SPOT デ
ータから抽出した各グリッドにおける

15 年分の消雪日のデータを正規分布に

当てはめ再現期間 10年の多雪年，小雪年
および平均値の消雪日を推定した(図 2)。
白い箇所はデータ数が少ないため今回は

データ無しとした。多雪・小雪ともに平

均と比べ 5旬以上の大きな差があること
が明らかになった。これらは，極端な積

雪条件の対策に有用であると考えられる。 
 

4. おわりに 
 本研究は確率密度関数を用いて再現期間 10 年の消雪日マップを作成した。本研究で得られ
た成果は極端な積雪条件の対策に有益であると考えられる。今後は積雪深，積雪水量の再現確

率に展開することが課題である。 
 

 

 図 2 確率密度関数から推定した消雪日          (旬) 

左：再現期間 10年(小雪年) ，中：平均値 ，右：再現期間 10年(多雪年) 
  

参考文献 
1) 斎藤篤思・山崎剛：積雪のある森林域における分光反射特性と植生・積雪指標，水文・水
資源学会誌，Vol. 12, No. 1, pp. 28-38, 1999. 

表 1 AMeDAS観測点の SLSCの平均 

 SLSCの平均 

正規分布 0.12 

グンベル分布 0.17 

 

 
図 1 AMeDAS観測点における SLSCの比較 
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*Study of large commercial buildings’ countermeasure for evacuees by Rina Sakurai 

大型商業施設における避難者対策の実態把握と考察＊
 

      

東北大学工学部 ○桜井梨那 

東北大学災害科学国際研究所   佐藤健 

東北大学大学院工学研究科  木村宇応 
 

1． 研究の背景と目的 
 東日本大震災において、仙台市中心部や駅・大型商業施設からの避難者を受け入れた避難所
は、避難者数が 2000人以上（3月 13日 7:00時点）となり他の地域に比べ多くの避難者を受け
入れていることが明らかになった 1)。また震災当時、小学校に大型商業施設が隣接している地
域では、大型商業施設から多くの人が避難していた 2)。現在、仙台市では震災当時の帰宅困難
者の問題を受けて、企業の一斉帰宅の抑制や一時滞在場所の指定などの帰宅困難者対策を進め
ている 3)。このような避難者発生の地域特性を把握し、今後の巨大災害に対する地域防災計画
や避難所計画の改善に向け、その地域特性を事前に考慮されることが期待されている 1)。  
先行の研究において、従業者に焦点を当て帰宅困難者数を推定したものはあるが 4)、買い物

客等の従業者以外に焦点を当て推定したものは少ない。また、大型商業施設の避難者が、指定
避難所へ与える影響を定量的に明らかにしたものはあまり見られない。 
 以上のような背景から、大型商業施設からの避難者が対象地区の指定避難所へ与える影響を
評価・考察し、大型商業施設の避難者対策の有用性を明らかにすることを目的とする。本稿で
はヒアリング調査による大型商業施設の避難者対策の実態把握と、大型商業施設からの避難者
が対象地区へ与える影響について考察を行った。 
 
2． 対象地区 
大型商業施設から指定避難所へ避難した人が多く

いたことが、ヒアリング調査 2)で明らかにされた仙
台市内の小学校区を対象とする。小学校区の一部詳
細を図 1 に示す。指定避難所である小学校に、2 店
の大型商業施設が隣接している。地区内は住宅街で
共同住宅が多く、他に避難所に影響を与えるような
商業施設や宿泊施設はない。 
 
3． ヒアリング調査 
 対象地区の小学校に隣接する 2店の大型商業施設
の防災担当者を対象に、ヒアリング調査を行った。
大型商業施設内の滞留者について・東日本大震災当
時の様子・現在の帰宅困難者対策について質問した。 
 
3-1．大型商業施設内滞留者について 
両施設とも休日の利用者数が平日に対し 1.5 倍か

ら 2倍に、従業員数も休日は、平日の 1.1倍から 1.4
倍になることが分かった。交通手段については、両施設とも公共交通機関の割合が全体の約 25%、
自家用車の割合が全体の 50%を占める。 
ヒアリング結果から休日に発災した場合、東日本大震災当時よりも多くの避難者が発生する

可能性が考えられる。また、道路が利用できない場合は、多くの帰宅困難者が発生すると考え
られる。 
3-2．東日本大震災当時の様子について 
商業施設に隣接している小学校(指定避難所)に利用者を誘導したことと、利用者の判断で小

学校に直接避難していた事実が確認できた。また、駐車場のスロープが破損し、震災当時、車
が出せない状況になっていたことが分かった。商業施設内は、建物の安全が確認できなかった
ため利用者を避難させていなかった。 
これらの結果は、「大型商業施設から緊急避難してきた人達が大勢押し寄せていた」という

東日本大震災当時の状況について指定避難所へ行った先行のヒアリング調査結果 2)と一致して
いる。これらが、商業施設からの避難者が指定避難所の大部分を占めた原因と考えられる。 

図 1 対象地区一部詳細 5) 



3-3．現在の帰宅困難者対策について 
両施設とも建物の安全確認ができる技術系職員が常駐していないことから、自身の施設内に

利用者を避難させることについて考えていないことが分かった。帰宅困難者対策としては、帰
宅できる利用者は帰宅を、帰宅困難者は一時滞在場所へと案内させる。つまり、誘導によって
商業施設から指定避難所へ向かう避難者を減らすことを考えている。 
この効果を示すためには、商業施設利用者の年齢・性別・交通手段・居住地までの距離等の

属性により、帰宅困難者の発生ポテンシャルを推定する必要があると考えられる。 
 

4． 大型商業施設からの避難者数推定と考察 
大型商業施設から指定避難所へ向かう避難者が指定避難所へ与える影響を定量的に評価す

る。パーソントリップ調査と人員積み上げ法 6)により、大型商業施設 2 店合計と小学校区全体
の 1 時間ごとの滞留者数を推定した。その推定結果に、先行の研究 7)を参考に、東日本大震災
に関する市民アンケート 8)から算出した避難率を用いて、避難者数を推定した。その結果を図
2に示す。 

2011年 3月 12日 7時(発災翌朝)の対象地区での実避難者数は 1530人であった注 1)。これを、
対象地区内で 15 時(発災時刻)に避難所へ避難した人数と考える。推定による 15 時に、指定避
難所へ避難した人数は、1589人で、2011年 3月 12日 7時の対象地区での実避難者数とほぼ一
致した。しかし、実避難者数には、指定避難所以外の施設へ避難した避難者も含まれているた
め注意が必要である。 
推定結果から大型商業施設からの避難者数は、15時において、全避難者数に占める割合は約

33％、指定避難所定員に占める割合は約 47％となる。また、全避難者数が最も多くなる 18 時
には、全避難者数に占める割合は約 24％、指定避難所定員に占める割合は約 52％を占める。対
象地区において、商業施設からの避難者は大きな影響を与えていることが確認できた。 

 
5． まとめと今後の展望 
 ヒアリング調査により、大型商業施設の避難者対策について把握することが出来た。また、
大型商業施設の避難者対策の有用性評価のために、施設内滞留者の帰宅困難者数を推定する必
要性を確認した。大型商業施設からの避難者数推定により、大型商業施設からの避難者数低減
が指定避難所へ大きな効果を与えることが示唆された。 
今後の展望としては、ヒアリング調査の結果を受け、商業施設内滞留者のうち、帰宅困難者が
どの程度いるのか推定し、誘導による効果を定量的に示す必要があると言える。 
〈謝辞〉ヒアリング調査において、大型商業施設の防災担当者様から貴重な情報をご提供頂きました。また、ヒアリング調査実施のため多
くの方にご協力頂きました。ここに記して、皆様に深く感謝いたします。パーソントリップ調査集計結果は、宮城県土木計画課から提供し
ていただきました。心より感謝申し上げます。  
〈注 1〉本研究の実施にあたり、仙台市消防局から 2011年 3月 11日から 5月 31日までの避難所ごとの避難者数に関する貴重な非公開デー
タを提供して頂いた。 
〈参考文献〉1)佐藤健、戀水康俊、昆野辰樹：東日本大震災における仙台市内の避難者発生の地域特性、日本地震工学会  第 12巻、第 4号
(特集号) 2012 年 
2)日本安全教育学会：東日本大震災における学校の被害と対応に関するヒアリング調査記録集 (増補第四版) 2014 年 3月 
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6) 辻正矩：産業別従業者数データを用いた建物内人員積み上げ法による地区滞留人口の推計一小地域レベルにおける滞留人口の推計法に
関する研究・その 3 一  日本建築学会論文報告集第 337号  1984 年 3月 
7)木村宇応、佐藤健：避難者数の時刻変動を考慮した避難所負担の定量的評価と対策効果―仙台都市圏の避難所を例に―、日本建築学会大
会学術講演梗概集、F-1分冊  p.339-340 2015年 9月 
8)仙台市：東日本大震災に関する市民アンケート調査＜報告書＞  2012年 3月 

図 2 小学校区内全避難者数と大型商業施設避難者数の時刻別推移 
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*Quantitative assessment of capacity for supplying temporary housing against the Tokyo Inland Earthquake 

図 1 避難所数と応急仮設住宅の入居戸数の推移 

首都直下地震を想定した応急仮設住宅の供給能力に関する定量的評価＊ 
 

 東北大学工学部 ◯鈴木 裕陽 
東北大学災害科学国際研究所  佐藤 健  

1． はじめに 
 東日本大震災では、仮設住宅の建設の遅れ等により避難所の開設期間が長期化し、避難者の

健康状態の悪化や学校業務への支障が懸念された 1)。今後 30 年間に 70％の確率で発生が予測
されている首都直下地震においても、倒壊や火災焼失により多くの被災者が住家を失い、膨大

な数の応急仮設住宅が必要となることが想定されている 2)。そこで本研究では、首都直下地震

時の大量の仮設住宅需要の発生に備えた事前の対策を検討し、長期避難者と避難所施設が平常

時の生活をより早く取り戻すための有用な知見を得ることを目的する。本稿では、東京都 23
区を対象に、首都直下地震を想定した応急仮設住宅の必要戸数と供給可能戸数の推計を行った

結果を報告する。それにより、対象地区における応急仮設住宅の供給能力を定量的に評価し、 
首都直下地震に備えた事前の対策が必要な地区の存在を明らかにしていく。 
 
2． 東日本大震災における避難所閉鎖と応急仮設住宅の供給に関する考察  
 図 1は、東日本大震災における宮城県
の避難所数と応急仮設住宅の入居戸数

の推移を表している。宮城県の避難所数

は、発災から 3日後にピークを迎えた後、
数日で急激に減少している。しかし、発

災から 4か月が経過しても 300ヶ所以上
の避難所が残り、仮設住宅の建設の遅れ

は震災後の大きな課題となった 1)。 
一方で、最終的な応急仮設住宅の供給

戸数の内訳を見ると、その半数以上が賃

貸住宅の空き家を利用した借り上げ仮

設住宅であることが分かる。災害時には、

建設型の仮設住宅だけでは供給量に限

界があることから、こうした既存の空き

家ストックの活用も有用な供給手段と

して検討すべきであると考えられる。 
 
3． 首都直下地震を想定した応急仮設住宅の必要戸数と供給可能戸数の推計  
3-1. 想定条件の設定 
 表 1に本研究で想定する被災条件を示す。本研究では、
平成 24年の東京都被害想定 3)を参考データとし、想定被

害が最も大きい東京湾北部地震をモデルとする。また、

火災による建物被害は時間帯や風速により異なることか

ら、4つの気候条件に分けて推計を行う。ここで、対象
地区における応急仮設住宅の供給能力を表す指標として

「充足度」という言葉を式 1の通り定義する。 
 

表 1 想定する被災条件 

地震 東京湾北部地震（M7.3）

建物被害
ゆれ、液状化、急傾斜地崩壊、火災、津波による建物

被害（全壊・半壊、焼失）

（1）冬の朝5時　風速8m/s

（2）冬の昼12時　風速8m/s

（3）冬の夕方18時　風速4m/s

（4）冬の夕方18時　風速8m/s

充足度

想定する被災条件
3)

気候条件

応急仮設住宅の供給可能戸数

応急仮設住宅の必要戸数
×100 ［%］ （式1）



3-2. 被害棟数の抽出と応急仮設住宅の必要戸数の推計  
 今回は中央区と墨田区を例として、東京都の被害想

定から建物全壊・全焼・半壊棟数を原因別に抽出し、

応急仮設住宅の必要戸数を推計した。右の表 2に集計
した結果を示す。ただし、必要戸数の算出式は、先行

研究 4）において阪神・淡路大震災から 2か月後の時点
で全壊・全焼被災者の約 80％、半壊被災者の約 35％が
仮住まいに移動していることを参考に決定している。 
 
3-3. 応急仮設住宅の供給可能戸数の推計 
 まず、対象地区の地域防災計画に記載している仮設

住宅の建設予定地面積から建設可能戸数を算出する。

ここでは阪神・淡路大震災の実績 5)に基づき、仮設住

宅の必要面積を 80m2／戸として計算している。建設の

みの場合で充足度評価を行うと、中央区で 16％、墨田
区で 3~4％となり、どちらの地域においても必要戸数
に対し建設可能戸数が少ないことが分かった。 
 次に、賃貸住宅の利用可能戸数の推計を行う。平成

25年度の住宅・土地統計調査 6）から、住宅総数と賃貸

住宅の空き家戸数を抽出し、空き家率を求めた。これ

を総被害棟数に乗じ、被災した賃貸住宅空き家の戸数

を推計する。最後にそれを賃貸住宅空き家全体から除

くことで、災害後に利用可能な賃貸住宅の空き家戸数

を算出した。建設可能戸数と合わせて充足度評価を行

うと、中央区では 100％を大きく上回る値が算出され、
賃貸住宅の活用によって応急仮設住宅の供給能力が大

幅に高まることが分かった。一方で、墨田区の充足度

評価は 35~58％と算出され、賃貸住宅を最大限活用し
た場合でも十分な応急仮設住宅の供給を行うことがで

きない可能性が示された。ゆえに、墨田区では首都直

下地震時に応急仮設住宅が不足する恐れがあると考え

られる。以上の結果をまとめたものを表 3に示す。 
 
4． まとめと今後の課題 
本研究では、首都直下地震を想定した応急仮設住宅の供給能力について定量的に評価した。

それにより、災害時に応急仮設住宅が不足する可能性がある地区の存在を明らかにした。今後、

充足度が低い地区を対象に首都直下地震時の大量の仮設住宅需要に備えた対策を検討し、その

対策が避難所開設期間の長期化抑制にどの程度有用であるか定量的に評価する予定である。 
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表 2 被害棟数と必要戸数の推計 

表 3 供給可能戸数の推計と充足度評価 

中央区 墨田区

1,926 9,826

15 76

0 0
①冬朝5時 風速8m/s 2 699
②冬昼12時 風速8m/s 61 5,001
③冬夕18時 風速4m/s 96 9,241
④冬夕18時 風速8m/s 101 9,341

39 31

① 1,982 10,632

② 2,041 14,934

③ 2,076 19,174

④ 2,081 19,274

2,523 9,560

842 4,245

0 0

467 232

3,832 14,037

① 5,814 24,669

② 5,873 28,971

③ 5,908 33,211

④ 5,913 33,311

① 2,927 13,419

② 2,974 16,860

③ 3,002 20,252

④ 3,006 20,332
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（棟）
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必要戸数
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  ＋B×0.35（戸）

中央区 墨田区

476 571

① 16 4
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5,460 8,680

5.9 6.2

① 344 1,527
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③ 5,110 6,624
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④ 186 35

住宅総数 F （戸）

区
建設可能戸数 E （戸）

充足度（％）
= E/D

賃貸住宅空家戸数 G （戸）
空き家率 H =F/G（％）
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賃貸空家戸数
I = H×C（戸）

賃貸住宅
利用可能戸数
J = G-I（戸）

充足度（％）
= ( E+J )/D



Study on seismic evaluation and retrofitting of steel gymnasiums in Tohoku region. 
                              Tohoku Univ. by Daisuke Konno, Kei Watanabe, Yasushi Uematsu 

東北地方における既存不適格鉄骨造屋内運動場の耐震性能および 

耐震改修に関する調査報告 

 

東北大学大学院工学研究科 今野 大輔, 渡部 慶, 植松 康 
 

1． はじめに 

 1995 年の耐震改修促進法の策定により，1981 年に施行された新耐震基準策定以前に建設さ

れた既存建築物を中心に耐震診断，および耐震改修が徐々に行われてきた。特に，学校施設の

ような多数の者が利用し，災害発生時には避難所としても用いられるような一定規模以上の建

物の中で既存不適格建物(特定建築物)には，建築物が現行の耐震基準に準ずる耐震性能を確保

するよう耐震診断，および耐震改修を行うように求められている。文部科学省が発表した全国

の公立学校施設の耐震化率 1)によると，全国の公立小中学校で 95.6%，高等学校においては 93%

の耐震化が完了している。しかし，耐震診断・改修についての詳細なデータの系統的な整理は

行われてはいない。さらに，東北地方においては東日本大震災により学校施設も多くの被害を

受けたが，耐震診断により示される耐震性能と被害の大きさの関連も明確に示されていないと

いった課題もある。 

筆者らは，上述した課題に寄与することを目的として，これまで東北地方 4県における耐震

診断済みの鉄骨造屋内運動場を対象とし，傾向分析やその改修方法についての調査研究，デー

タベースの作成を行ってきた 2),3),4),5)。そこで，本研究においては作成されたデータベースに基

づき，耐震診断結果や改修方法に関する傾向分析や，その地域性について考察を行う。 

2． 調査概要 

 本研究で調査対象とした耐震診断データは，耐震診断もしくは耐震改修の概要書より取得し

た。データベースに入力した項目は，表 1に示す通りである。データベースに入力した物件数

は，秋田県で 113棟，岩手県で 198棟，宮城県で 164棟，福島県で 237棟である。 

表 1 データベース入力項目 

建物概要 
建物名称，棟名，屋根架構種類，竣工年，延床面積，架構形式(梁間，桁行)，基礎，所在
地(住所・緯度経度)，構造材料強度の採用値，ボルト寸法・強度，屋根荷重，積雪深，桁
行・梁間スパン長，軒高，棟高，構面数，ブレース構面数，ブレース断面寸法，  

診断概要 診断年月，診断者，診断方法，計算方法，計算ソフト  

桁行方向 
診断結果 

固有周期 T，桁行構造耐震指標 Is値，保有水平耐力に関わる指標 q値，保有性能基本指標
E0，保有水平耐力 Qu，靭性指標 F，層せん断力の高さ方向分布係数 Ai，建物重量 W，形
状係数 Fes，ブレース接合部の破断形式，ブレース接合部の保有・非保有耐力接合の判定  

梁間方向 
診断結果 

梁間構造耐震指標 Is値，保有水平耐力に関わる指標 q 値，保有性能基本指標 E0，保有水

平耐力 Qu，靭性指標 F，層せん断力の高さ方向分布係数 Ai，建物重量採用値，形状係数

Fes，各部の要素耐力，塑性ヒンジ発生位置  
改修計画(結果) 耐震改修後の Is値，q値，F値改修方法，交換・補強した部材断面寸法  

 



3． 耐震性能に関する指標 

本研究で調査対象とした屋内運動場のほとんどが，屋内運動場等の耐震性能診断基準 6)(以下，
屋体基準)に準じて耐震診断が行われていた。
屋体基準においては，屋内運動場の耐震性能

を構造耐震指標 Is値および保有水平耐力に関
する指標 q値を用いて示している。屋体基準
における安全性の判定基準は表 2のようにな

っており，倒壊危険性の程度で評価される。 
4． 調査対象 4県における耐震性能の傾向，及び地域性に関する考察 

調査対象とした秋田県・岩手県・宮城県・福島県の 4県における耐震診断時の安全性判定基
準の割合を梁間・桁行方向別に表 3に示す。調査対象とした屋内運動場の多くが梁間方向にラ

ーメン構造，桁行方向にブレース構造を採用したものであり，ブレースの断面不足や非保有耐

力接合が原因となって桁行方向の耐震性能が不足している事例が多かった。その為，梁間方向

より桁行方向の方が Case1,2 に該当する割合が高い。次に，各県の違いにすると，梁間方向に
関しては，宮城県，岩手県，秋田県では Case3 に多く該当しているが，福島県では Case1，2
に集中している。桁行方向では，福島県と秋田県において倒壊危険性の高い Case1 の割合が比
較的高いという結果となっ

た。このような差には，地

域性があるものと考えられ，

特に東北地方においては設

計積雪深などの影響がある

ものと推察される。 
5．まとめ 

東北 4県における鉄骨造屋内運動場を対象として，耐震診断・改修事例の調査を行った。 

調査対象の屋内運動場は，ほとんどが梁間方向に比べて桁行方向の耐震性能が劣っていた。

また，他県との比較により，耐震診断時における安全性判定の傾向が概ね同様であることを確

認したが，積雪深等，細かな地域性が関与している可能性も示唆された。 
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表 2 屋体基準による安全性判定基準 

 耐震性能の判定 倒壊の危険性 
Case1 Is<0.3または q<0.5 高い 
Case2 Case1,2以外 ある 
Case3 Is≧0.7かつ q>1.0 低い 

 

表 3 各県の安全性判定結果割合の比較 

安全性判定基準 
梁間方向 桁行方向 

福島 宮城 岩手 秋田 福島 宮城 岩手 秋田 
Case1(危険高) 33% 2% 3% 12% 65% 29% 19% 52% 

Case2 53% 18% 12% 22% 27% 47% 70% 39% 
Case3(危険低) 14% 80% 85% 66% 8% 24% 11% 9% 
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* Impact assessment of evapotranspiration on river runoff in the Abukuma River basin  
by Yuki Hashimoto and Yoshihiro Asaoka 

図 1 阿武隈川流域 

阿武隈川流域内の森林の蒸発散による河川流出への影響評価＊ 

 

日本大学工学部 橋本 佑紀 

日本大学工学部 朝岡 良浩 
 

1． はじめに 

森林の蒸発散によって森林の表面に付着した水や土壌内の水を大気中に戻す。地表水が大気

中に戻ることにより，河川への流出量が変化する。蒸発散量が多いと流出量は減少するが，使

用できる水資源が減少する。また，蒸発散が少ないと流出量は増加し，水資源は増加する。本

研究では，森林の蒸発散量と正規化植生指標(NDVI：Normalized Difference Vegetation Index)を
用いて比較し，森林による河川流出への影響を評価する。 
 

2． 対象地域 

本研究では，一級河川阿武隈川流域，須賀川流量観

測所の流域(図 1)を対象とする。阿武隈川は福島県旭岳
を水源とし東に流れ，白河から北上し宮城県が河口と

なる。須賀川流量観測所の流域面積は 910.2km2，標高

299m である。須賀川流域内の白河，石川，玉川アメ

ダス観測所の気象データを使用する。 
 

3． 研究方法 

3.1 流域水収支の評価 

流域内の水収支は式(1)で表すことができる。 
 

R = P − E ・・・(1) 
 

ここで，R：河川流量(m3)，P：降水量(m3)，E：蒸発散
量(m3)である。蒸発散量は式（２）より可能蒸発散量

を算出し，蒸発効率を乗じて算出する。 

 

EH=0.14DO
2Pt ・・・(2) 

 

ここで，EH:可能蒸発散(mm/d), DO:可照時間(12hour/dを 1とする)，Pt:平均気温(℃)に対する

飽和絶対湿度(g/m3)である。式（１），（２）より蒸発効率は次式で表すことができる。   

 



 

𝛽 = (ିೃಲ)
ாு

・・・(3)  

 

ここで，β:蒸発効率，A:流域面積(m2)である。 

3.2 NDVI 
NDVIは，人工衛星 SPOT4の近赤外(0.61~0.68μm)，可視域の赤(0.79~0.89μm)の反射率のデー

タを用いて式(4)より算出する。SPOT の空間分解能は約 1km，解析には月最大値の合成データ

を使用した。 
 

NDVI = (ேூோିோா)
(ேூோାோா)・・・(4) 

 

4． 結果および考察 

須賀川流域内の年間の流出

量，降水量，流出率（R/P），
可能蒸発散量，蒸発効率，

NDVI を表１に示す。各年の
流出率および NDVIはほぼ一
定であったが，一方で蒸発効

率は降水量が多い 2010 年に
高い値となった。これは，豪

雨によって森林による蒸発・

蒸散の配分が異なると推察さ

れ，豪雨イベント時の NDVI
について調査する必要がある。 

 

5． おわりに 

本研究は阿武隈川の上流域

を対象として，流域水収支の

観点から森林植生が河川流出

に及ぼす影響を評価した。植

生活動には衛星画像から得られる NDVIを利用した。過去４年間で流出率はほぼ一定であった
が，降水量の増加に伴い蒸発効率が増加する傾向が確認された。今後は降水イベント時の NDVI
の値と流出量の関係を解析する予定である。また地域によって森林の種類，流量，降水量，気

温が異なるため，他地域での検証を行う必要がある。 

 
図 1 蒸発効率と NDVI 

年 R (m3) P (m) R
𝑃 EH (m) β NDVI 

2009 783,000,000 1.282 0.67 0.700 0.60 0.60 
2010 955,000,000 1.574 0.67 0.737 0.71 0.61 
2011 739,000,000 1.237 0.66 0.717 0.59 0.60 
2012 700,000,000 1.165 0.66 0.714 0.55 0.58 

 

 
図 2 蒸発効率と NDVIの比較 
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* Improvement of inundation analysis simulation using information on city planning in the Koriyama city    
by Kota Kozawa and Yoshihiro Asaoka 

郡山市街の区画情報を用いた氾濫解析シミュレーションの改善＊ 

 

日本大学工学部土木工学科 ○小澤 恒太 

日本大学工学部土木工学科  朝岡 良浩 

日本大学工学部土木工学科  長林 久夫 

日本大学工学部土木工学科  手塚 公裕 

1． はじめに 

近年郡山市では，都市の進展や集中豪雨の増

加に伴い都市域での内水氾濫による被害が問題

となっている。図 1に郡山の確率雨量を示す。

また、上記の原因以外に郡山市街では汚水と雨

水が同じ管で処理される合流式下水道が採用さ

れており，浸水時には汚水が地表面に溢れ，衛

生面での被害も深刻化する。対策として郡山市

では分散型貯留施設の検討が行われおり，効果

を検証する手法として氾濫解析シミュレーショ

ンは有効である。これまでに下水道管及び地表

面の流れについては水理学に基づいた数値解析

手法が提案されてきたが，雨水の下水管流入に

ついては流出係数を用いて推定することが多い。

そのため，貯留施設の効果を検討するためには

詳細な区画分類とそれに応じた流出係数の設定

が必要である。本研究では，郡山市街地を対象

として区画情報に基づいて流出係数を設定する

ことにより氾濫解析モデルの改善を目的とする。

対象地域を図 2に示す。 

 

2． 研究手法及び使用データ 

2.1 氾濫解析シミュレーション  
 本研究では郡山市街地を対象として解析シミュレーションの改善を行った。地域モデルは土

地利用を表す DMデータ，地表面の流入を示す TINデータ，下水道管渠の情報が示されている

郡山市の下水道台帳，過去の現地調査で明らかとなった集水桝のデータを使用し，下水道の解

析には 1次元不定流解析 ，地表面の解析には 2次元不定流解析を解析シミュレーションソフト

InfoWorks上で統合した。 

 

図 1 郡山市の確率雨量 

図 2 研究対象地域 



2.2 土地利用・建物利用の分類 

 対象地域の降雨の流入を細かく設定するため郡山市の

都市計画データを用いて土地利用，建物利用の判別コー

ドを作成した。判別コードを表 1に示す。土地利用コー

ドの宅地は建物利用に分類される。以上の土地利用コー

ド，建物利用コードに応じた流出係数を設定し，氾濫解

析モデルにおいて雨水の下水管流入を推定した。 

 

3． 結果及び考察 

上記で設定した土地利用，建物利用に関する情報を氾濫解析モデル組み込み（図 3），2010

年 7月 6日の降雨を対象としたシミュレーション結果を図 4に示す。建物利用の流出係数によ

っては浸水域が道路から区画内に移動する。そのため，氾濫域や河川への放流量に基づいて土

地利用・建物利用コードに応じた流出係数を設定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

  

4． おわりに 

本研究では，郡山市街地における氾濫解析シミュレーションの改善点について報告した。今

後は解析結果を基にモデルの調整，精度の向上を行い分散型貯留施設の効果について検証する。 
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表 1判別コード 

土地利用 建物利用
コード
1 道路用地 木造（屋根あり）
2 宅地（舗装） 非木造（屋根なし）
3 宅地（未舗装） マンション
4 平面駐車場 商業ビル
5 空き地 立体駐車場

分類

図 3 改善後の氾濫モデル 図 4 シミュレーション結果 



* Perpendicular structure of salt water moved into Lake Jusan by Y.Suzuki, M.Sasaki, H.Tanaka,and 
M.Umeda  

十三湖における遡上塩水の鉛直構造 

 

八戸工業大学 鈴木 祥高・佐々木 幹夫、東北大学 田中仁・梅田信 
 

1. はじめに 
 十三湖は岩木川の河口に位置し、岩木川は十三湖を通り湖口から日本海に流れている。十三

湖の湖口を現地では水戸口と呼んでおり、水戸口への導流堤建設が始まったのが大正 15年であ

り、完成は昭和 22年である。この導流堤建設により、湖には定期的に塩水が遡上するようにな

り、湖内の汽水湖環境は河口閉塞時の湖に比べると安定するようになってきている。湖に生息

するシジミも自然産卵、自然繁殖す

るようになり、シジミは安定して獲

れるようになっている。しかし、漁

獲量は年変動を繰り返しており、汽

水環境のどの変化がシジミ漁に影響

を与えているかについては未だに未

解明といえる。そこで本研究では、

湖における汽水環境特性を明らかに

することを最終的な研究目的とし、

今年度は昨年度に続き、遡上塩水の

現地観測を行い、遡上している塩水

の鉛直構造を検討してみる。 
2. 観測方法 
 観測は自記式の塩分計、流向流速

計を用いて、7 月中旬から 9 月中旬にかけて行

った。図１に観測地点を示す。観測地点に流向

流速計、塩分計を設置した。写真 1に流向流速

計と塩分計の固定状況を示す。（図 1赤色印）流

向流速計は底面から 57ｃｍの位置に設置した。

設置は観測地点に船で行き船上よりロープに固

定した塩分計を鉄パイプに縛り付けて固定した。

写真 2は計測器の設置状況を示す。塩分計の位

置は湖の底より約 15日間隔で 30ｃｍ、60ｃｍ、

90ｃｍ、120ｃｍの位置に設置した。写真 3は計

測器設置完了後の様子を示す。左に塩分計、右に流向流速計を設置した。 

３．結果と考察 

 

図１ 塩分観測位置（  塩分水温計・流向流速計設置）

所図 

    
写真１ 現地観測の状況 



 

 

図 2 に塩分の観測結果を示す。

観測は 7 月 28 日から 8 月 2 日に

湖底より 60cm の位置で行って

いる。縦軸は塩分濃度を示し、

単位は psu である。横軸は時間

で単位は日である。塩分は７月

28 日と 29 日は朝から上昇し、

すぐに減少した。昼から夜にか

け濃度 
が低い時間が続いた。8 月 1 日

朝には塩水が上昇しすぐに減少

したが、塩分は高い濃度が続い

ていた。 2 日は午前中に再び上

昇し、午後に上昇しているが濃

度はやや低い。図 3 に水戸口の

順流と逆流を示す。縦軸は流量

を示し、単位はｍ³/ｓであり、

横軸は時間で単位は日である。

流量がプラスのときは順流（湖から海へ）、マイナスのときは逆流を示す。28 日には午前と午

後に数回逆流が生じている。午前および午後の逆流は図 2 の塩分濃度が高くなっている観測に

対応している。その他の日も同様午前と午後に逆流が生じている。この逆流は図 2 の塩分濃度

は高くなっている観測に対応している。水戸口の逆流は湖の中央まで塩水を遡上させており、

塩水の遡上は水戸口の流れで概略判断できる。7 月 28 日および 29 日の午前の逆流は規模が小

さいが図 2 に示すように塩分濃度の変化は大規模であり、逆流の大きさと塩分濃度の大規模な

変化は対応していない場合も見られる。 
３．おわりに 
 湖に塩分計を設置し塩分の現地観測を実施し、遡上塩水の鉛直構造を調べてみた。 

                 
写真 2 計測器の設置状況 

 
図 2 塩分観測結果 

図 3 水戸口の順流と逆流 
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*Examination of ocean wind estimating technique using SMB method and Toba 3/2-power law by Yuya 
TAKAHASHI and Kazuya WATANABE 

波浪データを使用した海上風推定手法に関する検討＊ 

 

秋田大学  学生会員 ○高橋 侑矢 

秋田大学大学院   正会員  渡辺 一也 
 

1． はじめに 

 海洋の流動を研究する上で海上風は流れの情報と共に，重要な物理量の一つである。従来，

海上風については，船舶やブイにより観測されてきた。他にも観測塔を利用する方法もあるが，

多大な費用が掛かり，局所的な観測しかできないという問題点がある。近年では，衛星を利用

した海上風推定が可能となり，風向・風速データを得ることが困難であった海域においても，

空間的な風向・風速分布が観測可能となった。しかし，衛星を利用した海上風推定では空間・

時間分解能が低く，構造物のある海域や沿岸域における推定は困難である場合が多い。そこで

本研究では，時間分解能の高い波高・周期データを使用し，海上風の推定を行う手法について

検討した。 
2． 研究方法 

(1)データ観測地点 
 本研究では，新潟沖，第二海堡，アシカ島，神戸港，小松島，苅田，玄界灘の 7地点におい
て，NOWPHASによって観測された波浪・海上風データを用いて海上風を推定する。  

(2)使用データについて 

 本研究において用いるデータは，NOWPHASの 2001年 1月 1日から 2006年 12月 31日まで
に 2時間間隔で測定されたものである。海上風の推算の検討においては，データの整理より 2004
年 1月 1日から 2004年 12月 31日までの 1年間の波浪データ（波高，周期），風データ（風速，
風向）を使用した。比較の実測値として使用した海上風の風速と風向は同じ地点で行われてい

るが，観測地点の高さは場所によって異なっている為，べき法則を用いて地上 10mにおける 

基準風速へと換算している。 

(3)海上風の推定手法について 

 海上風を推定する為に Huang ら 1)によって提案されている SMB 法を用いた。さらに，Toba
の 3/2 乗則から海上風を推算した。使用した式を表-1 に示す。しかし，Toba の 3/2 乗則では，
係数を決定する必要があり，従来の方法 2)では最小二乗法により係数を決めていたが，この係

数の値により，海上風推定の精度が著しく変化する可能性がある。そこで，本研究では係数の

設定に対して従来の方法だけではなく，新しい手法として平均二乗誤差（RMSE）を最小にす
る手法の検討も行う。 
(4)Tobaの 3/2乗則の係数の決定について 

 Tobaの 3/2乗則の係数の決定にあたっては従来の最小二乗法によるものと図-1に示されるよ
うに，Bを 0から 0.1まで変化させた場合に推定値と実測値の RMSEの誤差が最小となるよう 



表-1 波浪推算式 
提案者 波浪推算式 各諸元

g：重力加速度(m/s2)　Hs：波高(m)

U10：海上10mの風速(m/s)
fm：波浪スペクトルのピーク周波数(Hz)

g：重力加速度(m/s2)　H1/3：有義波高(m)

U10：海上10mの風速(m/s)
T1/3：有義周期(Hz)　B：係数

Huang
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図-1 RMSE を使用した係数 B の決定 

表-2 実測値と推定値間の相関係数 

RMSE 最小二乗法

0.85 0.86 0.79

Toba
SMB

 

 

に B を決定したケースの 2 種類について検討した。ここでは一例として 7 地点の中で海上風推

定手法により推定値の差の大きかった苅田における検討を示す。 

3． 結果の比較と考察 

 海上風の実測値と推定値の比較を図-2，図-3， 

図-4に示す。それぞれの相関係数を表-2に示す。

Toba の 3/2 乗則で海上風を推定した図-2，図-3

を見ると推定値が実測値に近い値を示しており，

適切に海上風を推定できていると考えられる。こ

れらとは逆に，SMB 法で海上風を推定した図-4

を見ると推定値は実測値に比べて小さくなる傾

向がみられ，適切に海上風が推定できるとは言え

ない。表-2 のそれぞれの相関係数を踏まえて，

Toba の 3/2 乗則と SMB 法での海上風の推定を

比較すると，Toba の 3/2 乗則での推定の方が有

効であると考えられる。 
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Long-term morphological change on Darang Coast, Vietnam 
 

𝐍𝐠𝐮𝐲𝐞𝐧  𝐓𝐫𝐨𝐧𝐠  𝐇𝐢𝐞𝐩𝟏  𝐇𝐢𝐭𝐨𝐬𝐡𝐢  𝐓𝐚𝐧𝐚𝐤𝐚𝟐  𝐘𝐮𝐭𝐚  𝐌𝐢𝐭𝐨𝐛𝐞𝟑  𝐍𝐠𝐮𝐲𝐞𝐧  𝐓𝐫𝐮𝐧𝐠  𝐕𝐢𝐞𝐭𝟒    𝐕𝐨  𝐂𝐨𝐧𝐠  𝐇𝐨𝐚𝐧𝐠𝟓 
 

1. INTRODUCTION 
Darang River mouth is located in Tuyhoa City, south central 
Vietnam. Recently, the erosion of shoreline in this area has been 
becoming serious. Figure 1 shows the location map of study area. 
This river pours into Pacific Ocean at Da Rang River mouth which is 
located  in Tuyhoa City, central Vietnam, about 400km northeast of 
Hochiminh City.   
In this research, by utilizing the Satellite (Landsat Image) images 
acquired from U.S. Geological Survey (USGS) database from 1988 to 2015. All the images had taken has 
been already rectified to the WGS-84 (World Geodetic System – 84. Detected shoreline positions, wet-dry 
line, are extracted from rectified satellite images in direction along the beach based on the difference of 
color intensity of water and land sides. Afterwards, based on the detection shoreline data, analysis has been 
done to observe the formation of both sides of the river mouth by using even and odd method. This analysis 
shows the symmetric or anti-symmetric formation of the sand spits which is happening due to the shifting 
of the river mouth in several time intervals. 
2. RESULTS AND DISCUSSION 
2.1 Shoreline Change 

In order to make more details on the shoreline variation of entire study area, amount of shoreline 
accretion  or  erosion,  ∆y is evaluated and shown in Figure 2. The amount of shoreline accretion or erosion is 
obtained when subtracting value of all shoreline position data sets by the value of the first shoreline 
position data set. That calculation is expressed by equation (1)  

∆𝑦(𝑥, 𝑡) = 𝑦(𝑥, 𝑡) − 𝑦(𝑥)  (1) 
where  𝑦  is the first shoreline position data set (March, 20, 1988)       
2.2 Temporal variation of center point 
To apply the Even&Odd method, the center point or known as the narrowest point should be decided. 

However, the river mouth changes in various periods and the center point is only almost stable for a short 
period. As a consequence, figure 3 showing the temporal variation of the center point indicates the intervals 
that the center point can be obtained for each interval time. 

 
    Figure 1. Study area 



 

     Figure 2. Shoreline change , ∆𝑦 (m)            Figure 3. Temporal variation of center point (𝑥େ,  𝑦େ)                                          
2.3 Even&Odd Analysis                  
The total shoreline change 𝑓(𝑥ᇱ) at an alongshore distance 𝑥′= 𝑥 − 𝑥େ from the inlet is composed of an 
even (symmetric) component, 𝑓(𝑥′) and an odd (asymmetric) component, 𝑓(𝑥′): 

𝑓(𝑥′) = 𝑓(𝑥′) +  𝑓(𝑥′) (2) 
Where 𝑓(−𝑥′) =𝑓(𝑥′) and 𝑓(−𝑥′)  =  −𝑓(𝑥′). The even and odd components are extracted from the 
total (measured) shoreline change expressed by: 

       𝑓(𝑥′) =
(௫ᇱ)ା(ି௫ᇱ)

ଶ   (3)      𝑓(𝑥′) =
(௫ᇱ)ି(ି௫ᇱ)

ଶ   (4) 

  Figure 4. Darang Even&Odd analysis  
In the period 1,3, it can be seen that the shoreline of the sandspit located in the right side of the river mouth 
increases while that of the left side decreases; as a result, the predominant process is odd or asymmetric. 
In the period 2,4, the phenomenan are differing that during the interval 1996-2004, the shoreline of both 
sides of the river mouth advanced whereas in the time from 2014-2015, the trend of shoreline near the river 
mouth is reduction. That indicates the even or symmetric formation of the river mouth in that periods. 
3. CONCLUSION 
Through the analysis, the formation change of both side sand spits can be observed. And river mouth 
position and sand spits shape change has a strong relationship due to the simultaneous occurrence of 
phenomena. 
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Application of Simulating Waves Nearshore (SWAN) model for wave 
simulation in Gulf of Thailand 
Wongnarin Kompor1, Hitoshi Tanaka2  

Chaiwat Ekkawatpanit3, and Duangrudee Kositgittiwong3 

 

Abstract 

Evaluation of ocean wave is important matter for human in coastal area. Understanding characteristic of 
ocean wave such as ocean wave height can use to determine the fishing area for fishermen, evaluate the 
coastal erosion, determine ship transportation in ocean and evaluate the ocean wave energy which is the 
new source energy in recent year for example.  

There are some researches which studied and implemented a simulation of ocean wave height in Gulf of 
Thailand e.g. Kanbua et al. [1] who implemented the significant wave height in the Gulf of Thailand during 
Typhoon Linda 1997 by Wave Model (WAM) and Neural Network Approaches, Wannawong et al. [2] 
studied the wave energy potential in 2011 by numerical model (SWAN model) at Gulf of Thailand, 
Kositgittiwong et al. [3] simulated the significant wave height by wind-wave model called Waves Model 
(WAM) in Gulf of Thailand 2011 for computational fluid dynamics simulation based on Navier-Stokes 
equation, Thanathanphon et al. [4] developed an operational wave forecasting system for Gulf of Thailand 
by using SWAN model. 

Thus, simulate the ocean wave height by numerical model is presented in this study. The numerical model 
used in this study is Simulating Waves Nearshore (SWAN) model, which is the third generation wave 
model and based on wave action balance energy equation. The implementation of the SWAN model, which 
running between January and December 2014 (1-year), is used the wind data from the Navy Global 
Environmental Model (NAVGEM) dataset reanalyzed 10 m winds over Gulf of Thailand (GoT) with 6-
hourly time step. The bathymetry dataset used in SWAN model is ETOPO1 which provide by the National 
Oceanic and Atmospheric Administration (NOAA). The model covers the area 99ºE to 103ºE and 11ºN to 
14ºN. The results from SWAN model is compared with the near real time satellite significant wave height 
from Jason-2 satellite. The scatter plot of observed data with modelled data, spatial comparison along 
satellite track, comparison the wind speed between observed and modelled data from NAVGEM and 
monthly validation statistic are presented in this study.  

The results from time series show an agreement between observed and modelled data. However, some time 
series show error. This error is probably due to various times of observed data when compared. The results 
of this study is a preliminary step to find the wave energy potential in Gulf of Thailand and will be used as 
input data in Computational Fluid Dynamics (CFD) model to generate the ocean wave energy. 
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Fig.1 Graph comparison between observed and modelled data 
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Temporal variation of shoreline positions on Cua Dai beach, Vietnam 
 

Dinh Van Duy1, Hitoshi Tanaka2, Yuta Mitobe3, Nguyen Trung Viet4 

 

1. Introduction 
Vietnam has a coastline of 3260km, which offers a great opportunity for economic development, 

but also poses a pronounced challenge to the disaster prevention and mitigation. Though, the erosions of 
beaches are commonly observed at many places, there are few studies on the erosion of coastal areas. 
Viet et al. (2014) pointed out the mechanism of seasonal erosion of sandy beach on the right hand side 
of the Cai River mouth, in Nha Trang City, central part of Vietnam. Duc et al. (2012) analyzed the 
evolution and physical mechanism of the erosion at the estuary areas of the Red River system, northern 
part of Vietnam caused by the unequal distribution of river sediment. As for the basin of Thu Bon River 
and Vu Gia River, Nam et al, 2014; Loan and Umitsu, 2011 conducted researches regarding to the flood 
assessment, land use changes, environmental changes, etc., 

The main purpose of this study is to investigate the temporal variation of shoreline positions at Cua 
Dai beach in recent years through the satellite image analysis. The shoreline change rate at Cua Dai 
beach is also briefly introduced. 

2. Study area and data collection   
This study focuses on the Cua Dai River mouth 

(Hoi An City, Quang Nam province, central part of 
Vietnam) and its adjacent coast (Figure 1). Cua Dai 
River mouth is where the Thu Bon River flows into 
the Pacific Ocean. The Thu Bon River (152km in 
length) has the average annual discharge of about 
327m3/s.  

This study utilizes satellite images from Google 
Earth. Images are available in 2002, 2004, 2009, 
2010, 2011, 2012, 2013, 2014 and 2015. All images 
are rectified to WGS-84 (World Geodetic System – 
84). The line measured 144.94 degree counter 
clockwise from the North is selected as the baseline 
and the point which has coordinates 217289.08 E and 
1754078.07 N on WGS-84, is selected to be the origin 
(x=0m) for measurements done in this research. 
Shorelines positions are extracted from rectified 
images every 1m along the coast. Shorelines positions 
are not eligible for tidal correction due to the lack of 
capture time. 
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Figure 1. Location map of study area 

Figure 1. Location map of study area 



 
 

Figure 2. Northern part of the study area 

3. Results and discussion 

 
 
 

The study area includes the Northern and Southern parts of the beach. Figure 2 shows shoreline 
shape of the Northern part which extends 25km from the river mouth. The shoreline change rate of this 
area is presented in figure 3. 

 
 

Figure 3 represents the shoreline change rate in the Northern beach of Cua Dai River mouth. As can 
be seen from the figure, the shoreline near the river mouth retreats significantly (approximately 17m per 
year) while the the advance of the shoreline can be observed in the area far from the river mouth 
(roughly 3m per year). Specifically, the erosion zone expands to about 5km from the river mouth. At 
about 5km from the river mouth, the shoreline starts to advance downcoast. It can also be concluded 
from figure 3 that longshore sediment movement is predominant. Therefore, one-line model can be 
applied as a first approximation to discuss the delta development and erosional process. 
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Figure 3. Shoreline change rate 
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Identification of Coastal Areas Damaged by the 2011 Tohoku Tsunami Using Automatically Generated DSM 
by Yuriko TAKEDA, Keiko UDO, and Shunichi Koshimura 
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* Long-term change of rainfall characteristic in Japan by Kouki Morita and Keiko Udo 

日本全国の降水長期変化特性に関する研究 

 

東北大学工学部 森田 興輝 

東北大学災害科学国際研究所 有働 恵子 

 

1． はじめに 

気候変動に関する政府間パネル第 5次評価報告書(IPCC AR5,2013)によれば、地球温暖化によ

って気温や海水温，海面水位の上昇のほかに降雨特性の変化も予測されている。 

 海面上昇や降水特性の変化は、流砂系にも影響を及ぼす。海岸においては既にダムや砂防堰

堤による河川の土砂の堰き止め，コンクリート骨材としての砂利の採取などが主たる要因とな

って砂浜が侵食されており，将来の気候変動による流砂特性の変化は海岸に重大な影響を及ぼ

す可能性がある。海岸侵食への適切な対応策を講じるためには将来の海面上昇による砂浜消失

に加えて河川からの土砂の流入量を正確に予測する必要がある。本研究では河川からの土砂供

給量の予測に向けて、レーダー・アメダス解析雨量のデータを用いて日本全国における過去の

降水長期変化特性を明らかにし，過去の土砂流出量との関係を明らかにすることを目的とする。 

 

2． 研究手法 

使用するデータとしては，（財）気象業務支援センター発行のレーダー・アメダス解析雨量

のデータを用いた。このデータは日本全域を 1kmメッシュに細分化し，各メッシュ地点の 1時

間降水量を 30分ごとに記録したものである。解析雨量はアメダスの地上雨量計を用いた補正が

行われたものであり，過去数十年分の広域データが整備されている。このデータを用いて 5km

メッシュで各年の年降水量および降雨強度を計算し，年毎の変化の傾向を調べた。降雨強度と

は，瞬間的な雨の強さを 1時間あたりに換算した雨量である。 

 土砂流出量と降水の関係を調べるためのデータとして、土砂生産量強度マップ（岡野ら,2004）

を使用した（図-1）。このマップは 2000年度末における全国 46ダムの貯水池堆砂実績データか

ら貯水池に流入したと考えられる流入土砂量（堆積量換算）を算出したものである。このデー

タと年降水量および降雨強度を比較した。 

 

3． 結果 

年降水量の例として 2014 年の年降水量を図-2 に示す。図より北陸地域、近畿地方南部、四

国南部、宮崎県周辺の降水量は多く、北海道や瀬戸内海近郊の降水量は少なくなっている。ま

た土砂生産量強度と年降水量を比較すると、降水量の多い地域ほど比流下土砂量も多くなって

いた。 

集会時には、降水特性と土砂生産量の定量的な関係について発表する。 



 

図-1 土砂生産量強度マップ（岡野ら,2004）     図-2 2014年 年降水量 
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H27年東北豪雨に伴う渋井川の洪水再現計算 
東北大学工学部 杉井伸之 
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1.はじめに 

H27年 9月 9日から 11日にかけて，台風 17号，18号の豪雨の影響で鳴瀬川水系渋井川
の堤防決壊に伴う洪水氾濫が大崎市古川西荒井地区で生じ，住宅の床上・床下浸水や農地の

冠水などの大きな被害が生じた．土木学会の平成 27年 9月鳴瀬川水系渋井川豪雨災害調査
報告によると，渋井川と多田川の合流部の背水効果により，渋井川の水位が上昇し堤防が浸

透破壊したものと推測されている 1）．本洪水氾濫による建物の大破や流出等の甚大な被害

は生じなかった．しかし今後本洪水よりも大きい洪水が起こり，建物流出の被害が出る可能

性を検討する事は極めて重要である．本研究では，渋井川の洪水の再現計算を実施すること

で洪水氾濫メカニズムや背水効果の定量的評価に加え，渋井川流域で起こりうる可能最大

洪水の評価や洪水波が建物に与える可能最大流体力の評価をすることを目的とする． 
2.研究手法  

(1)対象流域 
鳴瀬川は宮城県の中北部に位置しており，本研

究の対象流域は鳴瀬川(下中の目～三本木橋)，多
田川，渋井川である(図-1)．渋井川は一級河川鳴

瀬川水系多田川の支流であり，流域面積約 18.6 

km2 ,河道長約 14.3 kmである． 
(2)データ 
本研究では H27年 9月の洪水を再現するが，洪

水氾濫モデルのキャリブレーションは，H23 年 9
月の出水を対象としモデルの地質・地形・流出パラメータを調節する．モデル入力雨量とし

て渋井川流域雨量を気象庁解析雨量の H23年 9月 20日 9時から 3日分，H27年 9月 10
日から 3 日分を使用した．渋井川流域の雨量の当時の状況は，9月 10 日 23 時頃から降雨
強度が増し，11日 3時 30分頃まで豪雨が続いた．水位に関して，鳴瀬川水位は国土交通省
の水文水質データベースから，多田川水位は宮城県から入手した．当時の渋井川は水位が観

測されておらず，H27年 9月の水位データは存在しない．H23年 9月の渋井川の水位デー
タ（西荒井水位観測所）を宮城県から入手した．河川横断面形状は，鳴瀬川(26.0km~35.7km)，
多田川(0.0km~3.5km)において国土交通省東北地方整備局から，多田川(3.5km~8.1km),渋
井川(0.0km~2.2km)において宮城県からそれぞれ入手した．対象流域付近の 10mメッシュ
標高データ，土地利用データは ESRI社提供のデータを使用した．  

 

図-1 対象流域 

渋井川 

多田川 

鳴瀬川 



(3)洪水氾濫計算の概要 

 本研究で使用する洪水氾濫計算には，降雨流出計算，河道部の洪水追跡計算，洪水氾濫計

算の 3 つのモジュールが存在する．降雨流出計算では渋井川流域雨量を入力値として

Kinematic Wave2）法に基づき降雨流出量を算定した．流域パラメータについては，表層土

層厚 400 mm，流出係数 0.4,マニングの粗度係数 0.1を一例として与えている．河道部の洪

水追跡計算においては上流端境界条件として既定流量一定値を与え，下流端境界条件とし

て鳴瀬川の水位を与えた．初期条件は，仮想計算から定常状態に近い河川状況を作成し使用

した．河川の横断面形状は実測が存在する箇所は実測値を与え，不明な箇所は仮想的な矩形

断面を与えた．河床の粗度係数は全河川統一として 0.03を設定し，降雨流出解析で得られ

た流量を渋井川への横流入量として，1次元不定流の式を解いている．その後，河川からの

氾濫流を 2次元不定流の式を用い計算を行う． 

3.計算結果の一例 

降雨流出解析結果

の一例を図 -2 に示

す．9月 11日の未明

から降雨が強くな

り，それに伴い渋井

川の流量も増加し

た．最大流量は 9 月

11 日 4:00 の 25.9 

m3/sであり，雨量は

4:00を境に減少しそ

れに伴い流量も逓減

している．本計算結果は速報であり，パラメータ等のキャリブレーションは不十分である．

ピーク流量や波形等は今後変更になる可能性がある点に注意されたい． 

4.まとめ 

 本研究ではH27年 9月東北豪雨により洪水被害が生じた渋井川の流量状況を降雨流出計

算より算出した．研究集会ではこの計算した流量のみならず，河道部の洪水計算(1 次元洪

水解析)，洪水氾濫計算(2次元氾濫解析)の結果および可能最大洪水，可能最大流体力につい

ての解析結果を発表する． 
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図-2 渋井川の雨量と計算流量の時間変化 

図-2 渋井川の雨量と計算流量の時間変化 
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仙台高等専門学校校舎を対象とした人工社会モデルによる 
災害時の避難行動に関する検討 

仙台高等専門学校   飯藤將之 
仙台高等専門学校   本郷 哲 

仙台高等専門学校本科学生 黒田瑛里佳 
1. はじめに 
仙台高等専門学校・名取校（以下，仙台高専と略す）では，１年に一度，地震や火災を

想定した避難訓練を実施してが，その訓練から学校が設定している経路が推奨されるべき

ものかどうかを言及することが難しい。本論では，仙台高専の３号棟（総合科学教育棟）

を対象として，避難行動のシミュレーションを行い、検討した結果についてまとめる。 
2. ３号棟の概要 
仙台高専３号棟は，鉄筋コンクリー

ト造 5階建てで，東西に 50m，南北
に最大 25.3mとなっている。図 1に 3
～5階のキープランを示す。１学年の
人数は約 168人であり，2階，3階，
4階に，1～3年生の学生のための教室
が配置されている。 
3. シミュレーションの概要 
 人工社会モデルの構築に構造計画研究所の artisoc3.0を用いた。モデル化にあたり，
Universeを校舎全体，空間を各階のフロア，エージェントを人間（学生と教員）とした。
この三つの関係を，図 2に示すマインドマップをもとに整理した。 

対象 仙台高専3号棟

避難 表現 格子空間 初 視野
完了 評 仙台高専の 期 歩行速度
時間 価 避難行動 空間 自 値 位置

値 シミュレーション 律 学生・教職員
的 振 教室=近いドアを選択

る 出口=近いドアを選択 前方に何もない
要素 舞 周囲=人や障害物の確認 　　　⇒前へ

い 前方にバリア∩左右に何もない
　　　⇒rnd(左,右)

非 壁 前方にバリア∩左右いずれかにバリア
自 階段 　　　⇒左右でバリアのない方へ
律 机 前方にバリア∩左右バリア
的 教室のドア 　　　⇒停止

外へ出るドア  

            図 2 マインドマップ 
 対象は，5階建ての建物全体であるが，日中 5階にはほとんど人間がいないことから，本
シミュレーションでは，空間を 1～4階に対応する 4層分準備して，4層とも格子モデルで
表現する。全層とも，一つのセルを 500mm×500mmとして，x方向に 0～99，y方向に 0
～99の座標をもった格子を設定する。エージェントが必ずどこかのセルに存在することに
なる。尚，z方向は座標 0だけとした。非自律的な要素としての障害物（壁，机）ドア，階

 
 
 
 
 
 

3～5階 
   図 1 ３号棟 キープラン 



 

段，そしてエージェントがフリーに移動できる領域については，それぞれに RBG値を定め
て，格子モデルで平面図を表現できるようにした。エージェントがフリーに移動できる領

域のセルの一つ一つに，避難方向を規定するためのセル高さをもたせた。 
4. ３号棟の避難シミュレーション 

2～4階の教室が授業で満員になっていると仮定して，4階には 4×42名=168名の学生と
教員 4名の合計 172名がいるものとし，同様に 3階も 172名，2階には，172名に加えて
大教室に学生 72名と教員 1名がいるものとして避難シミュレーションを行う。対象エージ
ェントの数は，172名＋172名＋245名の 589名である。 
表 1にシミュレーションのケースを示す。変数の一つを階段の通行量とし，西：東が 1:2

の場合と西：東が 2:2の場合の 2ケースとする。もう一つの変数を階段の選択に基づく避難
経路とし，合計 8ケースのシミュレーションを行う。表 1には避難完了時間も併記する。 
表 1 シミュレーションのケースと避難完了時間 
   避難人数 
 
階段比 

4階 0：172 
3階 0：172 
2階 73：172 

4階 43：129 
3階 43：129 
2階 116：129 

4階 65：107 
3階 65：107 
2階 138：107 

4階 86：86 
3階 86：86 
2階 159：86 

西：東＝１：２ Case-A04 Case-A13 Case-A13’ Case-A22 
10分 05秒 7分 41秒 6分 16秒 6分 15秒 

西：東＝２：２ Case-B04 Case-B13 Case-B13’ Case-B22 
10分 07秒 7分 26秒 6分 21秒 6分 00秒 

 図 3に Case-A13におけるエージェントの動きを示す。(a)が初期状態で，(b)が各階でエ
ージェントが階段に滞留している状態を示している。3階と 4階での滞留は，2階踊場での
通行量の制限により避けることができない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     (a)初期状態               (b)各階でのエージェント滞留 
     図 3 シミュレーションにおけるエージェントの振る舞い（Case-A13） 
5. まとめ 
 仙台高専 3 号棟を対象に，授業時間を模擬した避難シミュレーションを行った。その結
果，1)階下避難を待つエージェントの存在を減すことが重要であること，2)エージェントの
適切な分散により避難時間を短縮できること，3)踊場の通行量が避難時間に影響を与えるも
のの一部例外があること，について発表する。 
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4F 3F 教室がカラになり階段に滞留 
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Practices of School Safety from Natural Disaster at Shimomasuda Elementary School , Natori City by 
Manabu Ushikusa 
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*Evaluation of evacuation potential based on actual behavior of residents in the 2011 Great East Japan Earthquake  
Part1: Overview and the results of the questionnaire survey in Sendai City, by Takanori Kimura, Kyota Hamaoka 
and Takeshi Sato 

東日本大震災における仙台市の避難実態に基づいた 
避難者発生ポテンシャルの評価＊ 

その 1：仙台市の町内会住民を対象としたアンケート調査の概要と結果 
 

東北大学大学院 工学研究科 ○木村 宇応 
東北大学大学院 工学研究科  濱岡 恭太 
東北大学災害科学国際研究所  佐藤  健  

 
1．背景と目的 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，甚大な津波被害を受けた沿岸部に対して，
地震動による建物被害が少ない内陸部でも多くの避難者が発生した 1)。このことから，避難者

発生要因について複合要因を解明する必要がある。 
東日本大震災を対象とした避難実態の解明については，アンケート調査によって様々な角度

から研究がなされている 2)3)。先行研究では，居住特性や世帯属性による避難割合の違いを定量

的に示す結果となった一方で，揺れに対する恐怖心や室内散乱被害など避難との関係が示唆さ

れた項目については定量的な関係を解明するまでには至っていない 4)5)。今回は，これらの項目

について定量的に明らかにするために後述する仙台市の小地域を対象としてアンケート調査を

行った。その 1では，アンケート調査の概要と結果について報告する。 
 
2．調査手法 
仙台市において津波被害がなく，建物被害が軽微であったにもかかわらず多数の避難者が発

生した地域である片平地区連合町内会（以下，片平地区と表記），長町地区町内会連合会（以下，

長町地区と表記）を対象としてアンケート調査を行った。調査方法は町内会長に配布を依頼し，

後納郵便によって回収した。8,245世帯に配布し，回収数は 2,512票（回収率は 30.5%），有効回
答数は 2,382票で有効回答率は 94.8%だった。 
アンケート調査票の主な項目は，①回答者属性（性別・年齢），②世帯属性（世帯人員），③

住居特性（所有形態，構造，築年数），④震災時における避難有無とその理由，⑤震災前後の家

庭内防災対策の変化，⑥震災時の揺れに対する不安度・行動難度・り災証明区分，である。 
 
3．調査結果 
 調査結果の一部を抜粋し，以下に示す。 
3-1．回答世帯属性と避難行動のクロス集計結果 
 図 1に回答者の居住形態と避難有無の関係を示す。両地区とも，一戸建世帯では避難割合が
15%前後となっているが，共同住宅では片平地区が 21%，長町地区が 36%と大きな差がみられ
る。濱岡(2015)によると，小松島地区での避難割合が一戸建世帯で 19%と差が見られないが，
共同住宅世帯では 43%と 3地区で異なる結果が示されている 5)。 
 図 2に東日本大震災時の世帯建物築年数と避難の関係を示す。大きな差は見られないものの，
建物が古いほど避難割合が大きくなる結果となった。 
3-2．回答者属性と避難行動のクロス集計結果  
 図 3に室内散乱被害と避難の関係を示す。図 3から，室内の散乱被害が大きくなるほど避難



割合が大きくなっている。特に，「全く住める状態ではない」と回答した世帯は 7割以上が避難
を行っていることから，室内散乱被害が避難に非常に大きな影響を与えていることが示された。 
 図 4に世帯のり災証明判定と避難の関係を示す。長町地区では大規模半壊以上，片平地区で
は半壊以上で多くの世帯で避難行動を行っている。一方で，全壊判定となった建物でも避難行

動を行っていないと回答した世帯が多いことは注目すべき点である。 
 
4．まとめ 
 今回の調査結果では，一戸建世帯と共同住宅世帯の避難割合に差が見られた。共同住宅世帯

については，地域差による避難割合の差が示唆される結果となった。また，室内散乱被害の程

度，り災証明判定と避難の関係については，正の相関関係が見られる結果を得た。 
 

謝辞．今回，アンケート調査にご協力いただきました片平地区連合町内会，長町西浦町内会，
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図 1．住居特性と避難の関係 

 
図 2．建物築年数と避難の関係 

 
図 3．室内散乱被害程度と避難の関係 

 
図 4．り災証明判定と避難の関係 
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東日本大震災における仙台市の避難実態に基づいた 
避難者発生ポテンシャルの評価＊ 

その 2：アンケート結果を利用した避難要因の詳細検討 
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1．はじめに 
 その 1では，仙台市の町内会住民を対象とした東日本大震災時の避難実態に関するアンケ
ート調査の概要と結果を示した。その 2では，アンケート調査結果を利用して避難者発生ポ
テンシャルについて避難要因の詳細な検討を行う。 
 
2．分析の目的 
 避難要因に関しては，先行研究で世帯属性との関係などの検討から，共同住宅居住世帯，

中学生より若い子どもがいる世帯（以下，子ども世帯と表記），単身者世帯，若い世帯が避

難割合の高い世帯属性として示唆された 1)。本稿では，先行研究におけるアンケート調査と

本調査の 3地区（小松島地区，片平地区，長町地区）を世帯属性で分類し避難率と避難理由
を比較することで，地区別・世帯属性別の特徴を抽出することを目的とする。 
 
3．分析結果 
本稿では，世帯属性別の検討にあたって，回答者全体，災害時要援護者となり得る世帯属

性を持つ世帯を除いた世帯（以下，一般世帯と表記），子ども世帯，65歳以上の人員がいる
世帯（以下，高齢者世帯と表記），単身者世帯の 5区分について一戸建て世帯と共同住宅世
帯の 2つの住居タイプ別に避難率と避難理由の導出を行った。なお，回答者全体以外の区分
については，互いの区分の世帯属性を持つ世帯は除いている（例えば，子ども世帯でかつ高

齢者世帯の場合，どちらの区分でもカウントしていない）。 
3-1．世帯属性別における避難率の比較検討 
 表 1に，3地区の世帯属性・住居タイプ別の避難率を示す。全体の傾向として，一戸建て
世帯よりも共同住宅世帯において避難率が高くなっている。 
 一般世帯と高齢者世帯では，回答者全体と比較して同等か低い避難率となっている。子ど

も世帯は，長町地区の一戸建て居住世帯で回答者全体と比較して非常に避難率が高い結果と

なっている。共同住宅居住世帯では，3地区とも回答者全体に比べて高い避難率となってい
る。単身者世帯は多少の変動はあるものの，3地区とも回答者全体と大きな違いは見られな
かった。 
3-2．子ども世帯の共同住宅居住世帯の避難理由の比較検討 
 表 2に特に避難率の高かった 3地区の共同住宅子ども世帯における避難理由を一部抜粋し
た図を示す。 
 インフラの被害については，電気停止(長町地区 85%，片平地区 49%，小松島地区 50%，
以下同順)は長町地区が，ガス停止(39%，71%，21%)は片平地区が避難理由として高い割合
となっている。これは，世帯のインフラ特性(オール電化など)が影響していると考えられる。 



表 1．3地区の世帯属性別に算出した避難率 

  
小松島地区  片平地区 長町地区 

  
全員

避難  
一部

避難 
避難

無し n 避難率  全員

避難 
一部

避難 
避難

無し n 避難率 全員

避難 
一部

避難 
避難

無し n 避難率 

回答者全体  

一戸

建て 35 15 220 270 18.5% 31 18 389 438 11.2% 22 16 251 289 13.1% 

共同

住宅 35 12 62 109 43.1% 116 89 752 957 21.4% 124 61 340 525 35.2% 

一般世帯  

一戸

建て 6 2 41 49 16.3% 9 4 101 114 11.4% 6 1 61 68 10.3% 

共同

住宅 3 4 25 32 21.9% 52 40 312 404 22.8% 40 21 156 217 28.1% 

子ども世帯  

一戸

建て 1 3 21 25 16.0% 3 4 43 50 14.0% 5 4 16 25 36.0% 

共同

住宅 11 3 7 21 66.7% 24 21 97 142 31.7% 49 18 79 146 45.9% 

高齢者世帯  

一戸

建て 10 3 88 101 12.9% 11 4 140 155 9.7% 5 6 113 124 8.9% 

共同

住宅 3 1 10 14 28.6% 12 11 168 191 12.0% 8 7 36 51 29.4% 

単身者世帯  

一戸

建て 1 2 5 8 37.5% 0 0 6 6 0.0% 1 0 3 4 25.0% 

共同

住宅 8 2 15 25 40.0% 6 7 53 66 19.7% 15 5 25 45 44.4% 

 
 本震の揺れに対する恐怖心(51%，
33%，43%)と自宅室内散乱(69%，
36%，71%)は，片平地区が他の 2地
区に比べて低い避難割合を示して

いる。対して，自宅建物被害(24%，
18%，7%)を避難理由にしている世
帯は，小松島地区が低い。なお，東

日本大震災時の震度は，片平地区，

小松島地区が属する青葉区が震度 6
弱に対して，長町地区が属する太白

区が震度 5強を記録している 2)。 
 

4．まとめと課題 
 本稿では，アンケート調査を行っ

た 3地区を対象として避難率と避難
理由の比較を行った。先行研究で示唆された共同住宅世帯，子ども世帯の避難率が高いこと

が確認されたが，単身者世帯では特に大きな違いは見られなかった。共同住宅居住の子ども

世帯を対象とした避難理由の検討では，地区ごとの特徴が見られた。今後は，東日本大震災

の地震動特性や調査対象地域の地域特性を加味しながら 3地区の避難行動との対応関係につ
いて検討していく。 
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表 2．3地区の共同住宅子ども世帯における避難理由 



津波に対するオンサイト警報に関する検討*
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１．はじめに

　日本では津波警報システムが整備されているが，それ以外にも警報システムを保有することは

有益なことだと考えられる．特に警報を出す対象地点周辺のデータを利用した警報システムを考

えることは有意義であろう．津波到来前に得られる情報として，警報を出す地点の地殻変動と地

震動を利用することを考えた．2011年東北地方太平洋沖地震を対象に，Kamiyama 他1)はGEONET

のデータを独自に解析してもとめた地殻変動量と気象庁の津波高さの調査速報の結果を比較し，

地殻変動量は津波の警報になる可能性を指摘した．確かに，地殻変動は強震動が終わる時点では

ほぼ収束していることから，対象地点の地殻変動が計測できればオンサイト警報となる可能性が

ある．本報告ではまず，この点について検討する．しかしながら，地殻変動をリアルタイムで得

ることは容易でないと思われるので，更に地震動の振幅と津波振幅との関係を検討した．

２．地殻変動量と津波高さ

　本検討では，Kamiyama・他とやや異なるデータセットを用いた．地殻変動量は資料2にある国

土地理院が発表した沿岸観測局（以下，GEONET）の変動量一覧を用いた．対象観測局は，青森

県の東通から千葉県の館山までの 49地点である．一方の津波高さは東北地方太平洋沖地震津波合

同調査グループにより計測された津波痕跡の調査結果（2012年 12月 29日時点）3),4を利用した．

　GEONET観測局と津波高さが得られた地点を GISに展開し，GEONET観測局からある距離範囲

内にある津波高さを平均することで両者の対応をつけた．当初は範囲を 2kmとしていたが，津波

高さの計測点がGEONETからその範囲にない例や，上記資料で沿岸とされている GEONET観測

局のうち，いくつかは海岸線から 2km以上内陸に位置するものがあることから，距離の範囲を広

げて津波高さを求めた．

　このようにして求めた地殻変動量のうちの沈下量と津波高さとの関係を図 1に示す．図から，

沈下量と津波高さとは線形の関係があるように見えるが，岩手県北部から青森県にかけての観測

点（図に名称が書いてある点）では，沈下量が小さいのに高い津波が観測されている．つまり，

沈下量が大きければ高い津波であったが，沈下量が小さくとも津波は来るということになる．さ

らに，地殻変動量と津波の高さの関係が分かるものとして，2003年十勝沖地震がある．そこで，

十勝沖地震の際の関係を調べた．その結果，沈下量が大きくなると津波高さは高くなったが，そ

の度合いは 2011年の地震とは異なるものであった．

３．地震動と津波振幅との関係

　地殻変動と津波の高さの両者が既知である地震の数は多くない．そこで，地震動と津波振幅と

* Study on on-site early warning for Tsunami by Shunichi Kataoka, Kou Sumita and Yuuka Koshiduka
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の関係を調べてみた．

気象庁のHPで確認でき

るデータでは，2001年

以降，津波が観測され

た地震は 23あるが，検

潮所の近くで強震記録

が得られている地震は

11であった．このうち，

2011年東北地方太平洋

沖地震，と千島列島で

起きた地震，駿河湾で

起きた地震を除く８地

震で，検潮所における

津波の最大両振幅と地

震動鉛直成分の最大変位との関係を求めた．変位波形は，フリーソフトの SMAD25を用いて加速

度記録から積分してもとめた．その際のカットオフ周期は 40 秒とした．

　地震動最大変位と津波振幅との関係は明瞭なものではなかったが，津波振幅の下限は最大変位

の 10 倍（単位は両者 cm）で示されるように見えた．この下限を表す経験式は，2011年東北地方

太平洋沖地震の際も適用できた．

４．まとめ

　津波のオンサイト警報の可能性として，地殻変動量のうちの沈下量と鉛直地震動の最大変位と

を取り上げて観測値を用いた検討を行った．現時点では，津波の定量予測は無理であるが，さら

に検討を続ける予定にしている．
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